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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

(注) １ 売上高には、一部消費税等が含まれている。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第66期は潜在株式がないため記載していない。 

３ 第70期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用している。 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 522,336 341,739 323,352 326,344 326,997 

経常利益 

又は経常損失（△） 
(百万円) △470 2,778 8,396 9,117 3,963 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(百万円) △295,902 280,213 4,387 5,275 4,969 

純資産額 (百万円) △272,899 33,457 37,955 44,839 49,937 

総資産額 (百万円) 576,030 301,464 276,232 275,649 262,807 

１株当たり純資産額 (円) △410.98 26.10 60.26 112.74 147.66 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(円) △444.81 2,112.44 33.18 40.01 32.23 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 991.38 15.54 18.71 18.55 

自己資本比率 (％) △47.4 11.1 13.7 16.3 18.5 

自己資本利益率 (％) － － 12.3 12.7 10.6 

株価収益率 (倍) － 0.1 9.3 12.1 7.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △11,839 12,813 3,838 17,617 5,761 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 58,858 12,509 △176 4,241 6,166 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △40,086 △18,644 △16,412 △10,966 △17,690 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
(百万円) 68,064 61,442 49,507 60,622 54,848 

従業員数 (名) 5,863 4,137 3,962 3,759 3,790 



(2）提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第66期は潜在株式がないため記載していない。 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 443,539 275,760 249,214 265,569 263,532 

経常利益 (百万円) 1,051 3,235 6,635 8,071 3,055 

当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(百万円) △320,465 283,732 5,174 4,371 2,834 

資本金 (百万円) 33,411 13,341 13,341 13,341 13,341 

発行済株式総数 

普通株式 

第１回第１種優先株式 

第２回第１種優先株式 

(千株) 

(千株) 

(千株) 

668,232 

－ 

－ 

133,646 

16,800 

43,200 

133,646 

16,800 

43,200 

133,646 

16,800 

43,200 

156,896 

7,500 

43,200 

純資産額 (百万円) △283,918 20,318 25,383 31,197 33,174 

総資産額 (百万円) 460,736 259,963 232,713 237,875 215,826 

１株当たり純資産額 (円) △425.36 △72.74 △34.80 9.05 47.64 

１株当たり配当額 

普通株式  

第１回第１種優先株式 

第２回第１種優先株式  

(内１株当たり中間配当額) 

(普通株式) 

(第１回第１種優先株式) 

(第２回第１種優先株式) 

  

(円) 

(円) 

(円) 

  

(円) 

(円) 

(円) 

－ 

－ 

－ 

  

(－) 

(－) 

(－) 

－ 

－ 

－ 

  

(－) 

(－) 

(－) 

－ 

－ 

－ 

  

(－) 

(－) 

(－) 

－ 

－ 

－ 

  

(－) 

(－) 

(－) 

1.50 

8.35 

8.35 

  

(－) 

(－) 

(－) 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
(円) △479.92 2,128.45 38.95 33.00 17.02 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
(円) － 1,001.51 18.29 15.47 10.56 

自己資本比率 (％) △61.6 7.8 10.9 13.1 15.4 

自己資本利益率 (％) － － 22.6 15.5 8.8 

株価収益率 (倍) － 0.1 7.9 14.7 13.3 

配当性向 (％) － － － － 8.8 

従業員数 (名) 4,043 2,726 2,550 2,543 2,549 



２【沿革】 

 当社は明治31年１月熊谷三太郎が個人経営の土木建築請負業を開業したのに始まる。以来、各地の鉄道工事、水力

発電所工事等に従事し、昭和13年１月資本金40万円の株式会社に組織を改め、近代経営の第一歩を踏み出した。 

 設立後の主な変遷は次のとおりである。 

昭和20年10月 建築部を発足、建築部門に進出 

昭和23年２月 札幌、横浜、名古屋、大阪、広島、福岡支店を開設 

昭和24年３月 東京支店を開設 

昭和24年10月 建設業法により、建設大臣登録(イ)第118号の登録完了 

昭和33年10月 豊川工場を設置 

昭和37年12月 仙台支店を開設 

昭和38年11月 当社道路部を分離独立させ熊谷道路㈱（現 連結子会社）を設立 

昭和39年１月 東京営業所を東京本社に改称 

昭和39年12月 北関東支店を開設 

昭和41年12月 四国支店を開設 

昭和45年４月 東京、大阪証券取引所市場第二部に上場 

昭和46年２月 東京、大阪証券取引所市場第一部に上場 

昭和48年６月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可（特－48）第1200号を取得（以後３年ごとに免許更新） 

昭和48年12月 北陸支店を開設 

昭和49年３月 東京本社新社屋完成 

昭和49年６月 宅地建物取引業法により、宅地建物取引業者として建設大臣免許(1)第1842号を取得（以後３年

ごとに免許更新） 

昭和63年３月 筑波技術研究所を開設 

平成２年４月 仙台支店及び福岡支店をそれぞれ東北支店及び九州支店に改称 

平成３年４月 北関東支店と新潟営業所を統合し、関越支店に改称 

平成６年４月 関越支店を北関東支店に改称 

  熊谷道路㈱が㈱ガイアートクマガイに商号を変更 

平成７年10月 東関東支店を開設 

平成８年４月 豊川工場を分社化、熊谷テクノス㈱（現 連結子会社）を設立 

平成９年４月 札幌支店を北海道支店に改称 

平成９年６月 建設業法の改正に伴い、建設大臣許可(特－９)第1200号を取得（以後５年ごとに免許更新） 

平成13年２月 東京・横浜・北関東・東関東支店を統括する首都圏支社、大阪・神戸・四国支店を統括する関

西支社を設立 

平成14年２月 福井支店を開設 

平成14年３月 熊谷テクノス㈱が、連結子会社の三豊テクノコンストラクション㈱を吸収合併し、テクノス㈱

に商号を変更 

平成15年７月 首都圏支社及び関西支社をそれぞれ首都圏支店及び関西支店に改称 

平成15年10月 不動産事業、海外ＰＦＩ等に係る投融資事業及び債権の回収事業を新設会社のニューリアルプ

ロパティ㈱に承継させる会社分割を実施 

平成15年12月 大阪証券取引所上場廃止 

平成16年４月 ㈱ガイアートクマガイが飛島道路㈱と合併し、㈱ガイアートＴ・Ｋに商号を変更 



３【事業の内容】 

 当社グループは、主として建設事業及びその周辺関連事業を営んでおり、事業に係わる位置づけ等は次のとおりで

ある。 

 建設事業     当社及び連結子会社である㈱ガイアートＴ・Ｋ、関連会社である笹島建設㈱他が建設事業を営

んでいる。 

  また、連結子会社であるテクノス㈱は建設事業の他、建設用資機材の製造販売等を行ってい

る。 

 その他の事業   連結子会社である㈱ファテックは技術商品の提供事業を営んでおり、当社はその一部の提供を

受けている。 

  また、連結子会社である㈱テクニカルサポートは事務代行事業を営んでおり、当社は事務業務

の一部を委託している。 

 事業の系統図は次のとおりである。 



４【関係会社の状況】 

(注) １ 主要な事業の内容欄には、当連結会計年度末の事業区分を記載している。 

２ 議決権の所有割合（ ）内は間接所有割合で内数である。 

３ ※１は特定子会社に該当する。 

４ ※２は持分100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

名称   住所 
資本金 

(百万円)
主要な事業 
の内容 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関係内容 
所有割合 

（％） 

被所有 
割 合 
（％） 

（連結子会社）               

㈱ガイアートＴ・Ｋ 
※１ 
※４ 

東京都新宿区 1,000 建設事業 91.6 － 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社より建物を賃借して
いる他、資金援助を受けている。 
役員の兼務   １名 

テクノス㈱   愛知県豊川市 470 建設事業 100 － 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社より土地を賃借して
いる他、資金援助等を受けている。 
役員の兼務   ２名 

テクノスペース・ 
クリエイツ㈱ 

  東京都豊島区 30 建設事業 100 － 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社より建物を賃借して
いる。 
役員の兼務   ３名 

㈱テクニカルサポート   東京都新宿区 70 その他の事業 100 － 

当社グループへのサービスを行ってい
る。また、当社より建物を賃借してい
る。 
役員の兼務   ４名 

㈱ファテック   東京都新宿区 20 その他の事業 
100 
(10)

－ 

当社と協力して技術商品の提供を行っ
ている。また、当社より建物を賃借し
ている。 
役員の兼務   ４名 

ケーアンドイー㈱   東京都新宿区 300 建設事業 100 － 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社より建物を賃借して
いる他、履行保証を受けている。 
役員の兼務   ４名 

華熊営造股份有限公司   
台湾 
台北市 

千NT$ 
301,200 

建設事業 99.9 － 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社に建物を賃貸してい
る。 
役員の兼務   ２名 

ヒーバリミテッド   
中国 
香港特別行政区 

千HK$ 
500 

建設事業 100 － 
当社の建設事業において施工協力して
いる。 
役員の兼務   ２名 

クマガイグミ 
（マレーシア）センディ 
リアンベルハッド 

  
マレーシア 
クアラルンプー
ル市 

千M$ 
250 

建設事業 100 － 
当社の建設事業において施工協力して
いる。 
役員の兼務    無 

タイクマガイカンパニー
リミテッド 

※２ 
タイ 
バンコク市 

千B 
30,000 

建設事業 33.3 － 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社に建物を賃貸してい
る他、当社より資金援助を受けてい
る。 
役員の兼務   ２名 

（持分法適用関連会社）              

笹島建設㈱   東京都港区 150 建設事業 35 0.9 
当社の建設事業において施工協力して
いる。 
役員の兼務   １名 

㈱前田工務店   東京都江東区 98 建設事業 40 0.0 
当社の建設事業において施工協力して
いる。 
役員の兼務   １名 

共栄機械工事㈱   
神奈川県 
横須賀市 

50 建設事業 40.2 0.1 

当社の建設事業において施工協力して
いる。また、当社より資金援助を受け
ている。 
役員の兼務   １名 

石田工業㈱   埼玉県東松山市 20 建設事業 30 － 
当社の建設事業において施工協力して
いる。 
役員の兼務   １名 

ジオスター㈱ ※３ 東京都文京区 3,352 建設事業 25.1 － 
当社の建設事業において施工協力して
いる。 
役員の兼務   ２名 



５ ※３は有価証券報告書を提出している会社である。 

６ ※４は売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

(注) 従業員数は就業人員数である。 

(2）提出会社の状況 

(注) １ 従業員数は就業人員数である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はない。 

主要な損益情報等 (1）売上高 42,575百万円

  (2）経常利益 56  

  (3）当期純利益 565  

  (4）純資産額 15,823  

  (5）総資産額 39,111  

  平成19年３月31日現在

事業区分 従業員数（名） 

建設事業 3,497   

その他の事業 43   

全社（共通） 250   

合計 3,790   

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

2,549 43.3 19.8 6,532,530 



第２【事業の状況】 
 「第２ 事業の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景とする設備投資の増加と厳しさが残る雇用情勢に

改善が進み、個人消費に弱さがみられるものの景気は緩やかながら回復を続けた。 

  建設業界においては、工場、事務所等の企業の設備投資やマンション等の住宅投資は増加となったが、公共投資

は低調に推移し、総じては減少基調であった。また、国内公共工事においては価格競争が激化し極端な低価格入札

が頻発するなど、厳しい経営環境となった。 

 このような状況のもと当社グループは、再建過程から次なるステージへ移行した当連結会計年度において、グル

ープの総力を挙げて利益の確保に努めた。 

 当社グループの当連結会計年度における業績は、売上高は、前連結会計年度比0.2％増の3,269億円となった。 

 利益については、当社における海外工事の収支悪化等による完成工事総利益の減少により、営業利益は同55.0％

減の47億円、経常利益は同56.5％減の39億円となった。当期純利益については、当社及び子会社における投資有価

証券売却益34億円の計上と前連結会計年度に比べ特別損失が縮小したため、同5.8％減の49億円を確保した。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

  営業活動によるキャッシュ・フローは、収支が概ね安定的に推移したことにより、57億円のプラス（前連結会計

年度は176億円のプラス）となった。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、当社及び子会社における上場株式の売却による収入が寄与し、61億円の

プラス（前連結会計年度は42億円のプラス）となった。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、収支状況を勘案し、更に借入金の返済を推進したこと、及び子会社にお

いても借入金の早期返済に努めたこと等により、176億円のマイナス（前連結会計年度は109億円のマイナス）とな

った。 

 為替換算による増減を含め、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は前連結会計年度末に比べ57億円減少

し、548億円（前連結会計年度末比9.5％減）となった。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社グループが営んでいる事業の大部分を占める建設事業では「生産」を定義することが困難であり、子会社が営

んでいる事業には「受注」生産形態をとっていない事業もあるため、グループとしての生産実績及び受注実績を示す

ことはできない。また、建設事業では請負形態を取っているため「販売」という定義は実態にそぐわない。このた

め、グループ売上高の大部分を占める当社の情報を記載している。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

(注) １ 前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注工事高にその増減額

を含む。 

２ 手持工事高の下段表示額は、当事業年度末の外国為替相場に基づき海外工事の繰越工事高を修正したもので

あり（ ）内は修正前である。 

３ 次期繰越工事時高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

４ 当期施工高は、（当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高）に一致する。 

(2) 受注工事高の受注方法別比率 

 工事の受注方法は、特命と競争に大別される。 

(注) 百分比は請負金額比である。 

期別 種類別 
前期 

繰越工事高 
（百万円） 

当期 
受注工事高
（百万円）

計 
（百万円）

当期 
完成工事高
（百万円）

次期繰越工事高 
当期 
施工高 

（百万円）
手持工事高
（百万円）

うち施工高 

（％） （百万円） 

第69期 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

土木工事 129,081 76,725 205,806 102,492 
(103,314)

104,314 
1.5 1,564 103,169 

建築工事 125,542 156,364 281,907 163,076 
(118,830)

119,234 
5.6 6,698 161,969 

計 254,624 233,090 487,714 265,569 
(222,145)

223,549 
3.7 8,262 265,139 

第70期 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

土木工事 104,314 78,195 182,510 88,165 
(94,345)

94,150 
1.2 1,133 87,733 

建築工事 119,234 173,660 292,894 175,367 
(117,527)

117,571 
3.0 3,486 172,155 

計 223,549 251,855 475,404 263,532 
(211,872)

211,721 
2.2 4,619 259,889 

期別 区分 特命（％） 競争（％） 計（％） 

第69期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

土木工事 32.2 67.8 100 

建築工事 41.9 58.1 100 

第70期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

土木工事 29.9 70.1 100 

建築工事 49.3 50.7 100 



(3) 完成工事高 

(注) １ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

第69期請負金額65億円以上の主なもの 

第70期請負金額60億円以上の主なもの 

２ 第69期及び第70期ともに、売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はない。 

(4) 手持工事高（平成19年３月31日現在） 

(注) 手持工事のうち請負金額50億円以上の主なものは、次のとおりである。 

期別 区分 

国内 海外 
合計 
(B) 

（百万円） 官公庁 
（百万円） 

民間 
（百万円） 

(A) 
（百万円） 

(A)／(B) 
（％） 

第69期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

土木工事 59,223 24,521 18,747 18.3 102,492 

建築工事 19,158 139,379 4,538 2.8 163,076 

計 78,382 163,901 23,285 8.8 265,569 

第70期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

土木工事 50,510 21,816 15,838 18.0 88,165 

建築工事 12,609 161,217 1,539 0.9 175,367 

計 63,119 183,034 17,377 6.6 263,532 

東京電力株式会社 神流川発電所新設工事（Ⅰ期）のうち土木工事（導水路工区） 

石川県 大聖寺川総合開発事業 九谷ダム建設工事 

三井不動産株式会社・相鉄不動
産株式会社・新日石不動産株式
会社 

（仮称）ニューシティ東戸塚中央街区Ａ棟新築工事 

デリーメトロ鉄道公社 デリー高速輸送システム（地下鉄）ＭＣ１Ａ工区 

台北金融大樓股份有限公司 台北国際金融センター建設工事 

首都高速道路株式会社 ＳＪ11工区（４）～ＳＪ31工区（外回り）トンネル工事 

広島高速道路公社 広島高速１号線（安芸府中道路）道路新設工事（トンネル工区） 

武蔵浦和駅第８－１街区市街地
再開発組合 

武蔵浦和駅第８－１街区第一種市街地再開発事業 施設建築物新築
工事 

株式会社大京・関電不動産株式
会社 

（仮称）糸屋町プロジェクト新築工事 

手寄地区市街地再開発組合 手寄地区第一種市街地再開発事業施設建築物新築工事 

区分 

国内 海外 
合計 
(B) 

（百万円） 官公庁 
（百万円） 

民間 
（百万円） 

(A) 
（百万円） 

(A)／(B) 
（％） 

土木工事 53,716 29,054 11,378 12.1 94,150 

建築工事 5,278 112,293 － － 117,571 

計 58,994 141,348 11,378 5.4 211,721 

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整 
備支援機構 鉄道建設本部 東北新 
幹線建設局 

東北幹、三本木原Ｔ他１、２、３   平成20年２月完成予定 

独立行政法人水資源機構 徳山ダム堤体建設三期工事   平成20年３月完成予定 

株式会社飯田産業 （仮称）センチュリーみらい平新築工事   平成19年９月完成予定 

西オーストラリア州公共交通局 パース南西鉄道建設工事 パッケージＦ   平成19年５月完成予定 

香港ＳＡＲ政府道路局 ルート８ イーグルネストトンネル工事   平成19年６月完成予定 



３【対処すべき課題】 

 今後のわが国経済は、海外経済や原油価格の動向など、景気の下押し要因には留意する必要があるものの、企業収

益の改善が続き、これが家計部門へ波及していくことなどから、国内民間需要に支えられた景気の回復が続くものと

見込まれる。 

 建設業界においては、民間設備投資は増加し、住宅投資も雇用、所得環境の改善の影響を受けて底堅く推移すると

考えられるが、公共投資の減少基調と建設会社の供給過剰から受注競争が一層激化するなど、依然として厳しい状況

が続くものと予想される。 

 このような状況の中で当社グループは、建設本業の収益力強化による持続的な成長を目指していく。 

 国内土木事業については、激化する公共土木工事の受注競争に対し、これまでに培ってきた技術力を結集し、グル

ープの総力を挙げて、技術的根拠のある価格と技術力に裏付けされた受注活動を展開していく。 

 またモバイル事業（携帯電話の無線基地局建設）などの民間土木や、土木リニューアルに注力し、縮小傾向にある

市場に迅速に対応していく。 

 国内建築事業については、主軸である従来型建築事業の企画提案力、技術営業力及びアフターケアを強化し顧客満

足を徹底的に追求するとともに、これまでの豊富な施工実績をベースに「建物再生」の切り口で需要を掘り起こす提

案型維持再生事業、フィー収益や事業参画型の工事受注の獲得を目指す新ニーズ型事業への取り組みにより、事業基

盤を強化していく。 

 海外事業については、営業拠点を絞込み、事業規模をコンパクトにしたうえで改めて収益基盤の再構築を図ってい

く。 

 当社グループとしては、引き続き「お客様に感動を」をスローガンとして掲げ、発注者の皆様並びに建物完成後に

ご利用される方々にご満足いただくことはもとより、50年後、100年後の世代にも評価をいただけるよう「堂々とし

た誠実なものづくり」を目指していく所存である。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがある。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 海外における事業展開について 

 当社は、昭和30年代より海外に進出し、香港、オーストラリアにおける海底トンネルなどの大型プロジェクトを

はじめ、世界各国で数多くの施工実績を残している。前連結会計年度も世界一の超高層ビルとなる台北国際金融セ

ンターを完成させるなど、東南アジア諸国を中心に建設事業を展開しているが、海外における事業には、その国の

経済や政情等において予期せぬ事象が発生するリスクが内在しており、当社グループの事業展開に影響を及ぼす可

能性がある。 

(2) 為替レートの変動リスクについて 

 当社グループの海外事業は、東南アジア諸国を中心に数カ国に亘っており、事業拠点の現地通貨の他、米ドル等

による外貨建取引を行っている。為替レートは、現地での外貨建取引及び外貨建の資産、負債、収益、費用を当社

で円換算する場合に関係し、当該為替レートの変動の状況によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

がある。 

(3) 金利変動リスクについて 

 当社グループは金融機関等からの借入に対し、必要に応じて金利スワップ取引等により、金利変動リスクの低減

に努めている。しかしながら、金利水準の急激な上昇など、将来の金利情勢は当社グループの業績に影響を及ぼす

可能性がある。 

(4) 法的規制について 

 当社及び連結子会社の一部は建設事業の運営に際し、建設業法、建設リサイクル法等の法律により規制を受けて

いる。現時点では、事業運営に支障をきたすような法的規制はないが、これらの法規制が強化された場合等には、

適宜対応が必要となる。また、環境基準等においてもＩＳＯ14001の認証を取得するなど、環境管理体制に万全を

期しているが、万が一、施工した施設等に環境汚染等不測の事態が発生した場合には、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性がある。 

(5) 建設市場の動向について 

 当社グループは、建設市場が持続的に縮減する現環境下においても、安定した収益を創出、維持できる経営基盤

の確立に努めている。しかしながら、予期せぬ事象等により市場が急激に縮減した場合は、当社グループの業績に

影響を及ぼす可能性がある。 

(6) 建設事業における自然条件の影響について 

 建設事業において、地質や地盤の状況、天候等の自然条件が工事施工に影響を及ぼす可能性があり、場合によっ

ては、工事遅延や不測の費用が発生する畏れがある。事前調査、工程管理等を徹底しこれらに対応しているが、自

然環境面での予期せぬ事象等により工事収益が圧迫される可能性は残っている。 

(7) 建設事業における労働災害、事故の影響について 

 当社は、工事施工にあたって、早くから安全衛生マネジメントシステムを確立し、労働災害、事故の根絶に努め

ており、安全成績において業界平均を大きく上回る実績を継続してあげている。 

 万が一、労働災害、事故が発生した場合、補償等に要する費用面での負担は各種保険により軽減されるものの、

重大な労働災害、事故は、信用の失墜につながり、関係諸官庁等から工事入札の指名停止となるなど、当社グルー

プの業績に影響を受ける可能性がある。 

５【経営上の重要な契約等】 

 特記事項なし。 



６【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動は、企業業績に対して即効性のある技術、商品の開発、各種技術提案に直結した技術

の開発、中長期的市場の変化を先取りした将来技術の研究、開発技術の現業展開と技術部門の特性を生かした技術営

業、総合的技術力向上のための各種施策からなっており、社会経済状況の変化に対し機動的に対応できる体制をとっ

ている。 

 当連結会計年度は、研究開発費として15億円を投入した。 

  当連結会計年度における主な研究開発成果は、次のとおりである。 

(1) 「耐震ラップ工法」（波形分割鋼板巻立て補強工法）を高架橋の耐震補強工事で適用 

  「耐震ラップ工法」は、工場で波形に切断しコの字型に曲げ加工した分割鋼板（耐震ラップ鋼板）を、既存の鉄

筋コンクリート高架橋等の柱周囲に積み上げ、柱と鋼板の隙間にモルタルを充填し柱を耐震補強する工法である。

現場溶接が不要で人力施工が可能なことにより、高架下を駅舎や店舗等で利用されているなどのような狭隘な場所

での施工に適した耐震補強工法である。本工法は平成18年４月に財団法人鉄道総合技術研究所の耐震補強設計施工

指針にも採用され、ＪＲ各社及びその他民間鉄道に営業展開を進めている。なお、平成18年度には、西日本旅客鉄

道株式会社、阪神電気鉄道株式会社の耐震補強工事に採用された。 

(2) ＰＳＳ－Ａｒｃｈ工法を併用した「ＭＦ式分岐・合流シールド工法」を考案 

  「ＭＦ式分岐・合流シールド工法」は、本線は通常の円形シールドのままで、枝線部に三円形ＭＦシールドを用

いることにより、非開削で安全かつ合理的にシールドトンネルの分岐・合流を可能とするものである。先行構築し

た本線トンネルの開口部に近接させて三円形ＭＦシールドを掘進した後、ランプ部と本線を一体化する際にＰＳ

Ｓ-Ａｒｃｈ工法を併用し、シールドの内部からの貫通桁の小型化など作業全体の簡略化や安全性の向上を図る。 

(3) 「無人・情報化施工システム」の開発及び施工 

  「無人・情報化施工システム」は、無人化施工技術とＧＰＳや３次元ＣＡＤを利用した情報化施工技術を高度に

組み合わせたもので、無人測量システム・ブルドーザ排土板制御システム・３次元バックホウ誘導システム（丁張

り無し作業）・転圧機械管理システム・敷き均し管理システムなどから構成される。国土交通省九州地方整備局発

注の赤松谷川１号床固工工事で適用実施され、遠隔操作による作業と併せて３次元データ化したシステムが施工か

ら検査までの一連の流れに機能して、施工の精度と効率の向上に寄与することができた。 

(4) 「ＡＧＦ－ＷＯＯ工法」を開発 

  「ＡＧＦ－ＷＯＯ工法」は、山岳トンネルの補助工法であるＡＧＦ工法（長尺先受工）において、伸縮式把持装

置（セントライザーの新規開発）＋さや管（本鋼管より径の大きい端末管の先行設置）＋ダミー管の構成により、

長尺鋼管を接続作業無しで設置することを可能とした工法である。鋼管の接続作業と接続部加工が無くなり、端末

打撃方式が採用できることから、施工時間の短縮、作業の安全性、設置精度の向上や接続部の強度不足を解消し、

安価なＡＧＦ工法を提供できる。 

(5) 「エコマックス」（トンネル背面空洞用可塑性注入材）を開発 

  「エコマックス」とは、フライアッシュを大量に（600～800kg/㎥）使用し、特殊増粘剤（ビスコトップ）によ

りエアの混入（目標混入率20％）を促進し、可塑性、水中不分離性を付与した可塑性注入材（グラウト材）であ

る。固化材として普通ポルトランドセメントを使用するＮ型と高炉セメントを使用するＢ型の２つのタイプがあ

り、Ｂ型は高炉スラグを使用するため循環型社会形成に貢献する材料・工法である。また、本材料は「ＮＥＸＣ

Ｏ」（旧日本道路公団）の規格に適合している。 

(6) 水中不分離性高流動無収縮モルタル「マックスＡＺ」のプレミックスタイプを開発 

  当社が先に開発した水中不分離性高流動無収縮モルタル「マックスＡＺ」を製造が容易なプレミックスタイプに

改良した。従来品は増粘剤や分散剤が液体であったため、モルタル製造時にプレミックス材とは別にこれらの混和

剤を添加する必要があった。今回、高性能特殊増粘剤の粉体化に成功したことにより、水以外のすべての材料をプ

レミックスした袋詰めモルタルが完成した。規定量の水を加えて練り混ぜるだけで容易に高性能なモルタルが製造

できる。「マックスＡＺ」は土木、建築などの充填材として、トンネルの補修・補強、新設トンネル天端の充填、

耐震補強や逆打ち等の巻立てに適用が可能である。 

(7) トンネル坑口の騒音低減システム「サイレントエコパネル」を開発し、実施工において高い吸音性能を確認 

  トンネル坑内における走行車両のエンジン音やタイヤのロードノイズは、壁面で反射して音圧レベルが上昇し、

トンネル坑口から騒音として周辺に伝搬している。今回当社、株式会社ガイアートＴ・Ｋ及びジオスター株式会社

で共同開発した「サイレントエコパネル」は、ポーラス（多孔質）コンクリート吸音パネル「サイレントポーラス

パネル」とリサイクル焼成発泡ガラス吸音パネル「エコサウンドパネル」の吸音特性を組み合わせ、幅広い周波数

帯域で高い吸音率を有し、耐久性に優れた騒音低減システムである。また今般、京都市発注の「京都市北部クリー

ンセンター」のトンネル坑口に施工し、高い吸音性能を確認した。 



(8)  先端生産施設の建設トータルマネジメントシステムを実施工で初適用 

  半導体や液晶工場などの 先端生産施設や研究施設の建設については、数年来世界的権威である東北大学大見教

授からの指導、同大学未来情報産業館の建設などを通じ技術の蓄積に努めており、単なる建築のみならず、クリー

ンルーム、純水・材料ガス・電気や薬品の供給、廃液処理に至るトータルマネジメントシステムを確立してきたと

ころである。今般このシステムを初適用した半導体関連の 先端工場が竣工し、システムの有効性実証とともに事

業者より高い評価を得られた。今後は更なるシステムの向上を図りつつ、営業活動や実施工に活かしていく予定で

ある。 

(9) 集合住宅におけるハーフＰＣａ合成スラブの設計、床衝撃音レベルの予測及び施工の手引書「ハーフＰＣａ合成

スラブの設計」を出版 

  近年集合住宅に用いられるスラブは大型化がすすみ、要求される性能確保のために設計法が複雑化している。今

般、設計者が簡単にＰＣａ構造を設計し、その後に床衝撃音レベルの大きさを計算・予測できるように手引書を出

版した。また、施工法についても分かり易く解説しており、誰でも現場で対応できるようにした。今後はデベロッ

パーや設計事務所などに対して本書を配布し、積極的にＰＣａ合成スラブ特にサイレントスラブボイドを提案して

いく予定である。 

(10) 品確法の「重量床衝撃音対策等級」で国土交通大臣の特別評価方法認定を取得 

  集合住宅の床構造仕様について、住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）に基づく「重量床衝撃音対策

等級」で国土交通大臣の特別評価方法を取得した。今回の仕様は防振ゴム支持による乾式二重床と直天井を組み合

わせた構造であり、対策等級として 高レベルの『等級５』表示となる。今後はこの床構造仕様を集合住宅の音環

境制御、コスト低減の有効なツールとして位置付け、発注者や設計事務所などの多様なニーズに対応していく方針

である。 

(11) 乾式二重床の床先行工法における振動伝搬を低減する「アイランド工法」を開発 

  集合住宅の乾式二重床を施工する場合、間仕切り壁よりも先に下地を施工する床先行工法は、歩行振動が下地材

を介し隣室に伝搬することがあった。今回三井不動産株式会社、野原産業株式会社とともに、高い振動絶縁性能と

床衝撃音遮断性能を併せ持つ「乾式二重床のアイランド工法」を開発した。また、同工法を三井不動産株式会社の

「パークタワー秋葉原」に採用し、日本建築学会の指針による評価方法で高い振動遮断性能を有することが確認さ

れた。今後は積極的に提案していく予定である。 

(12) リアルタイムで音を見る、「音カメラ（音源探査装置）のリアルタイムシステム」を開発 

  当社が先に中部電力株式会社、信州大学工学部と共同開発した「音カメラ」を改良したもので、モニター上に映

し出された物体が音を発生した場合、即座にその音の情報を重ねて表示することができる。そのため音の発生方

向・大きさ・周波数といった情報をその場で確認することができる。発電所や変電所の突発的な発生音や時間と共

に変化する音の状況、設備機器等の発する音なども明確に確認できる。本格的なリアルタイム化が可能な「標準タ

イプ」と、持ち運びを考慮し軽量コンパクト化した「簡易タイプ」の二種類を用意し、測定時の状況に合わせた利

用ができる。 

(13) 音カメラを活用した「防音対策評価システム」を開発 

  当社が先に中部電力株式会社、信州大学工学部と共同開発した「音カメラ」の画面上に仮想防音壁を設定し、即

座に実際の防音壁の遮音効果が予測できるシステムを開発した。従来の防音対策評価は、現地調査とデータ入力作

業に手間と時間を要し、調査漏れがあれば正確な予測はできないものであった。これに対し本システムを用いるこ

とによって、現地調査と防音対策の検討をその場で同時に即座に行うことが可能となった。今後は、様々な現場で

の防音対策の検討に本システムを活用していく予定である。 

(14) 減音効果の大きい「ダクトサイレンサー」を開発し「京急プライムテラス上永谷」に採用 

  外部騒音の大きい場所に立地する集合住宅において、厨房ダクトから室内へ伝搬する騒音を大幅に低減すること

のできる「ダクトサイレンサー（商品名：ダクトサイレンサーＦＫ）」を開発し、京急不動産株式会社の「京急プ

ライムテラス上永谷」に採用された。近年の集合住宅は、フリープランによるオープンキッチンやアイランド型キ

ッチンの採用が増えており、レンジフードから外部騒音が居室内へ放射され、その騒音が問題となっている。「ダ

クトサイレンサーＦＫ」は、このような外部騒音に対し中高音域から低周波数帯域まで幅広く減音効果を発揮する

ことができる。今後は集合住宅の快適な音環境を提供できるツールとして、デベロッパーや設計事務所に対して積

極的に提案する予定である。 

(15) 風切り音を効果的に低減する「手摺（商品名「ユニサイレント」）」を開発 

  近、集合住宅のバルコニーにアルミ格子手摺が採用されるケースが増えてきているが、建物周辺では風の流れ

が複雑に変化するため、ルーフバルコニーや建物隅角部などでは４～５m/secの風速でも格子が振動する場合があ

る。この現象は、固体伝搬音、コンクリートのひび割れ、部材の疲労破壊などの発生原因にもなる。今般、風によ

る振動を防止するアルミ格子手摺を開発、風洞実験で低風速から高風速（４～20 m/s）まで効果的に振動を低減で

きることを確認し、京浜急行電鉄株式会社及び京急不動産株式会社の共同事業である「京急シティ上永谷Ｌ-ウィ

ング」のルーフバルコニーをはじめ複数物件で採用された。 



(16) 本社ビルに屋上緑化を実施 

  都市部で問題となっているヒートアイランド現象の抑制対策の一つとして開発してきた、荷重を抑えたビオトー

プ技術などを取り入れ、熊谷組本社ビル（東京都新宿区）の屋上160㎡の面積に緑化を実施した。これは軽量屋上

ビオトープの実規模物件の第一号、また既存建築物への適用事例となるものである。今後はこの成果を基に新屋上

緑化工法として積極的に展開する予定である。なお、今回の屋上緑化の事業推進に当たっては、東京都の「平成18

年度クールルーフ推進事業」に応募、審査の結果採用され、事業費の1/2の助成金を受け実施している。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

いる。連結財務諸表の作成にあたっては、当連結会計年度における資産、負債並びに収益、費用の金額に影響する

見積り、判断及び仮定が必要となり、これらは継続した評価、過去の実績、経済等の事象、状況及びその他の要因

に基づき算定を行っているが、本質的に不確実性を内包しており、実際の結果とは異なる場合がある。 

 当社グループの重要な会計方針のうち見積り、判断及び仮定による算定が含まれる主な項目は、貸倒引当金、完

成工事補償引当金、退職給付費用、工事進行基準による収益認識、繰延税金資産等があり、当該見積り、判断及び

仮定と実際の結果に重要な差異が生じた場合は、当社グループの連結財務諸表に影響を及ぼす可能性がある。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

① 売上高 

 売上高は、前連結会計年度に比べ６億円（前連結会計年度比0.2％）増加し、3,269億円となった。当社は20億

円の減収であったが、海外建設子会社において大型工事の受注により完成工事高が増加し、前期並となった。 

 なお、当社グループの事業内容は、建設事業とその他の事業に大別されるが、その他の事業に重要性がないた

め、連結損益計算書上は区分していない。 

② 売上総利益 

 売上総利益は、当社における海外工事の収支悪化等により前連結会計年度に比べ62億円（同23.6％）減少し、

203億円となった。売上総利益率は、6.2％と同2.0ポイント低下した。 

③ 販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ４億円（同2.6％）減少し、155億円となった。当社において

地代家賃が減少した。 

④ 営業利益 

 営業利益は、売上総利益の減少により、前連結会計年度に比べ58億円（同55.0％）減少し、47億円となった。

⑤ 営業外損益 

 営業外収益は、前連結会計年度に比べ３億円（同33.5％）減少し、６億円となった。なお、主に建設事業を営

む持分法適用関連会社の業績を受け、持分法による投資利益１億円を計上している。 

 営業外費用は、有利子負債の圧縮による支払利息の減少等により、前連結会計年度に比べ10億円（同41.1％）

減少し、15億円となった。 

 為替差損益については、米ドル他の外国通貨に対して円高にふれたことにより、外貨建預金や債権の換算差損

が発生し、0.5億円の為替差損を計上している。 

 なお、受取利息及び受取配当金から支払利息を差引いた金融収支は、支払超過額が前連結会計年度の10億円か

ら８億円に改善した。 

⑥ 経常利益 

 経常利益は、売上総利益の減少の影響が大きく、前連結会計年度に比べ51億円（同56.5％）減少し、39億円と

なった。 

⑦ 特別損益 

 特別利益には、当社及び子会社における投資有価証券売却益34億円のほか、過年度の一括損失処理を起因とす

る前期損益修正益、固定資産売却益等、合計41億円を計上した。 

 特別損失には、債権評価見直しによる貸倒引当金の繰入等、合計22億円を計上した。 

⑧ 法人税等 

 法人税、住民税及び事業税４億円に繰延税金資産の回収可能性の見直しにより、法人税等調整額４億円を計上

した。 

⑨ 少数株主利益 

 少数株主に帰属する利益等、0.4億円を計上した。 

⑩ 当期純利益 

 以上により、当期純利益は、前連結会計年度に比べ３億円（同5.8％）減少し、49億円となった。 



(3) 当連結会計年度の財政状態の分析 

① 資産 

 総資産は、前連結会計年度に比べ128億円（前連結会計年度比4.7％）減少し、2,628億円となった。 

 流動資産は、前連結会計年度に比べ80億円（同3.7％）減少し、2,126億円となった。売上債権である受取手

形・完成工事未収入金等が66億円増加する一方で、借入金の返済などから現金預金が58億円、その他、未成工事

支出金が46億円、未収入金が41億減少した。 

 固定資産は、前連結会計年度に比べ47億円（同8.7％）減少し、501億円となった。上場株式の売却により投資

有価証券が44億円減少した。 

② 負債 

 負債は、前連結会計年度に比べ166億円（同7.2％）減少し、2,128億円となった。 

 流動負債は、前連結会計年度に比べ141億円（同7.3％）減少し、1,798億円となった。仕入債務である支払手

形・工事未払金等が66億円増加したが、返済により短期借入金が138億円、預り金が71億円減少した。 

 固定負債は、前連結会計年度に比べ24億円（同6.9％）減少し、330億円となった。長期借入金が、返済及び短

期借入金への振替により38億円減少した。 

 なお、短期借入金と長期借入金の有利子負債合計でみると、返済により前連結会計年度に比べ176億円減少

し、419億円となった。 

③ 純資産 

 純資産は、当期純利益の計上により利益剰余金が49億円増加したことなどから、前連結会計年度の少数株主持

分を含めた資本合計に比べ37億円（同8.2％）増加し、499億円となった。 

 なお、自己資本比率は、前連結会計年度に比べ2.2ポイント向上し、18.5％となった。 



第３【設備の状況】 
 「第３ 設備の状況」における各事項の記載金額には、消費税等は含まれていない。 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、主に工事用機械の取得・更新を行い、その総額は２億円であった。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

(3）在外子会社 

(注) １ 帳簿価額には建設仮勘定を含まない。 

２ 上記主要な設備に係る土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借している。年間賃借料は691百万円であ

り、土地の面積については（ ）内に外書きで示している。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 継続的に工事用機械の更新、既存施設の保守等の投資を予定しているが、特記すべき設備の新設及び除却等の計画

はない。 

平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物 

構築物 

機械運搬具 
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積：㎡ 金額 

東京本社 

（東京都新宿区） 
1,480 295 

53,635 

(1,295)
5,070 6,846 251 

首都圏支店 

（東京都新宿区） 
0 36 － － 36 815 

関西支店 

（大阪市都島区） 
79 24 718 614 718 337 

平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業区分 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物 

構築物 

機械運搬具
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積：㎡ 金額 

㈱ガイアートＴ・Ｋ 

本社及び支店 

（東京都新宿区） 

建設事業 1,057 746 
184,852 

(155,017)
4,760 6,565 612 

テクノス㈱ 

本社及び支店 

（愛知県豊川市） 

建設事業 290 77 
56,898 

(3,000)
2,533 2,901 93 

平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業区分 

帳簿価額（百万円） 

従業員数 
（名） 建物 

構築物 

機械運搬具
工具器具 
備品 

土地 
合計 

面積：㎡ 金額 

華熊営造股份有限公司 

本社及び支店 

（台湾台北市） 

建設事業 31 0 42 11 42 164 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(注) １ 「提出日現在発行数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの優先株式の取得に伴い

発行された普通株式数及び消却した優先株式は含まれていない。  

２ 第１回第１種優先株式及び第２回第１種優先株式の概要は次のとおりである。 

(1）優先配当金 

 剰余金の配当を行うときは、優先株主（登録株式質権者を含む。以下同じ。）に対し普通株主（登録株式

質権者を含む。以下同じ。）に先立ち、優先株式１株につき年50円を上限として、次の算式により計算され

る優先配当金を支払う。 

優先配当金 ＝ 払込金額（500円）×（日本円TIBOR（６ヶ月物）＋ 1.5％） 

 なお、ある事業年度において優先株主に対して行う金銭による剰余金の配当の額が優先配当金の額に達し

ないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない（非累積型）。また、優先株主に対しては、優先配

当金を超えて剰余金の配当は行わない（非参加型）。 

(2）残余財産の分配 

 残余財産を分配するときは、優先株主に対し普通株主に先立ち、優先株式１株につき500円を支払う。 

(3）株式の分割又は併合、募集株式の割当てを受ける権利等 

 法令に定める場合を除き、優先株式について株式の併合又は分割を行わない。また、優先株主には募集株

式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えない。 

(4）議決権 

 優先株主は、法令に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(5）取得請求権 

 優先株主は、第１回第１種優先株式においては平成18年10月１日以降平成33年９月30日まで、第２回第１

種優先株式においては平成20年10月１日以降平成35年９月30日までの間（以下「取得請求期間」とい

う。）、いつでも次の条件で、その保有する優先株式を当社が取得するのと引換えに普通株式を交付するこ

とを請求することができる。 

① 取得と引換えに交付する普通株式数の算定方法 

 優先株式の取得と引換えに交付する普通株式数は、優先株主が取得請求のために提出した優先株式の払

込金額総額を取得価額で除して得られる数とする。 

② 当初取得価額 

 当初取得価額は、200円とする。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 714,000,000 

第１回第１種優先株式 16,800,000 

第２回第１種優先株式 43,200,000 

計 774,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成19年３月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 156,896,504 159,396,504 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

第１回第１種優先株式 7,500,000 7,500,000 － (注)２ 

第２回第１種優先株式 43,200,000 43,200,000 － (注)２ 

計 207,596,504 210,096,504 － － 



③ 取得価額の修正 

 取得価額は、第１回第１種優先株式においては平成19年10月１日以降平成32年10月１日まで、第２回第

１種優先株式においては平成21年10月１日以降平成34年10月１日までの間、毎年10月１日（以下「取得価

額修正日」という。）における時価に修正されるものとする。当該時価が100円（以下「下限取得価額」と

いう。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とする。また、当該時価が400円（以下「上限

取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額は上限取得価額とする。ただし、取得価額が取

得価額修正日までに下記④により調整された場合には、下限取得価額及び上限取得価額についても同様の

調整を行うものとする。 

 上記「時価」とは、各取得価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所

における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値とする。 

④ 取得価額の調整 

 優先株式発行後、時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は処分する場合や、株式の分割又は

無償割当てにより普通株式を発行又は処分する等の場合、取得価額を所定の算式により調整する。 

 また、合併、資本金の額の減少又は会社の分割等により取得価額の調整を必要とする場合には、取締役

会が適当と判断する価額に変更される。 

(6）取得条項 

 取得請求期間の末日（以下「優先株式取得基準日」という。）が経過した場合には、取締役会の決議を経

て、当社の普通株式を交付するのと引換えに、優先株式を全て取得することができる。 

 優先株式の取得により交付する普通株式数は、優先株式１株の払込金額相当額を優先株式取得基準日の翌

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎

日の終値の平均値で除して得られる数とする。ただし、当該平均値が下限取得価額又は52円のいずれか高い

金額を下回るときは、優先株式１株の払込金額相当額を当該いずれか高い金額で除して得られる数とする。

また、当該平均値が上限取得価額を上回るときは、優先株式１株の払込金額相当額を上限取得価額で除して

得られる数とする。 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項なし。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

(注) １ 第66期損失処理により、資本準備金を欠損填補に充てたための減少である。 

２ 普通株式５株を１株とする株式併合による発行済株式総数の減少及び欠損填補のための資本金減少である。 

３ 取引金融機関等５社を割当先とする第三者割当増資による増加である。 

株式の種類 －第１回第１種優先株式及び第２回第１種優先株式 

発行形態  －有償、第三者割当 

発行価額  －１株につき500円 

資本組入額 －１株につき250円 

４ 会社分割による減少である。 

５ 第１回第１種優先株式の取得に伴う普通株式の発行による増加である。 

６ 自己株式（第１回第１種優先株式）の消却による減少である。 

７ 平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、第１回第１種優先株式1,000,000株の取得に伴う普通株

式2,500,000株の発行により、発行済株式総数が2,500,000株増加している。なお、取得した優先株式は自己株

式として保有している。 

８ 平成19年６月28日開催の第70期定時株主総会において、会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金

9,926百万円を減少し、その他資本剰余金へ振替えることにつき承認可決されている。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額
  

（百万円） 

資本金残高 
  

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成15年６月27日 

(注)１ 
－ 668,232,523 － 33,411 △212 － 

平成15年８月５日 

(注)２ 
△534,586,019 133,646,504 △30,070 3,341 － － 

平成15年10月１日 

(注)３ 
60,000,000 193,646,504 15,000 18,341 15,000 15,000 

平成15年10月１日 

(注)４ 
－ 193,646,504 △5,000 13,341 △5,073 9,926 

平成18年10月１日～ 

平成19年３月31日 
(注)５ 

23,250,000 216,896,504 － 13,341 － 9,926 

平成19年３月31日 

(注)６ 
△9,300,000 207,596,504 － 13,341 － 9,926 



(5）【所有者別状況】 

① 普通株式 

(注) １ 自己株式1,571,118株は「個人その他」に1,571単元及び「単元未満株式の状況」に118株含めて記載してい

る。なお、自己株式1,571,118株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年３月31日現在の実保有高は

1,570,418株である。 

２ 証券保管振替機構名義の株式77,600株は「その他の法人」に77単元及び「単元未満株式の状況」に600株含め

て記載している。 

② 第１回第１種優先株式 

③ 第２回第１種優先株式 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 
（人） 

－ 44 37 239 133 8 11,668 12,129 －

所有株式数 

（単元） 
－ 39,554 6,659 21,907 38,249 24 40,180 146,573 10,323,504 

所有株式数の

割合（％） 
－ 26.99 4.54 14.95 26.09 0.02 27.41 100 －

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ － － － 5 － － 5 －

所有株式数 

（単元） 
－ － － － 7,500 － － 7,500 －

所有株式数の

割合（％） 
－ － － － 100 － － 100 －

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 
株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ 1 － 2 － － － 3 －

所有株式数 

（単元） 
－ 41,200 － 2,000 － － － 43,200 －

所有株式数の

割合（％） 
－ 95.37 － 4.63 － － － 100 －



(6）【大株主の状況】 

① 普通株式 

(注) １ 前事業年度末現在主要株主であった土地興業㈱は、当事業年度末では主要株主ではなくなった。また同社

は、平成19年５月11日に民事再生法に基づく民事再生手続開始の申立を行っている。 

２ ㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成18年８月15日付で提出された大量保有報告書により、平成

18年７月31日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けたが、当社としては、当事業年度末現在

における実質所有株式数の確認ができないので、株主名簿上の所有株式数を上記大株主の状況に記載してい

る。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

土地興業株式会社 東京都新宿区袋町３番地 12,747 8.12 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,089 5.79 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 5,913 3.77 

ユービーエス エージー ロンドン アカ

ウント アイピービー セグリゲイテッ

ド クライアント アカウント 

(常任代理人 シティバンク、エヌ・エ

イ 東京支店 証券業務部)  

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL  

SWITZERLAND 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号）  

5,690 3.63 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,063 3.23 

熊谷組互助会 東京都新宿区津久戸町２番１号 3,883 2.48 

住友信託銀行株式会社 

(常任代理人 日本トラスティ・サービ

ス信託銀行株式会社) 

大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 

（東京都中央区晴海１丁目８番11号） 
3,540 2.26 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,539 2.26 

モルガン・スタンレーアンドカンパニ

ーインク 

(常任代理人 モルガン・スタンレー証

券株式会社 証券管理本部 オペレーシ

ョン部門) 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,

U.S.A. 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号） 

3,381 2.16 

ステート ストリート バンク アン

ド トラスト カンパニー 

(常任代理人 株式会社みずほコーポレ

ート銀行 兜町証券決済業務室) 

P.O.BOX 351 BOSTON,MASSACHUSETTS 02101 

U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

3,282 2.09 

計 － 56,128 35.77 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 3,539 2.26 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 4,792 3.05 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 430 0.27 

三菱ＵＦＪ投信株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 1,156 0.74 

三菱ＵＦＪアセット・マネジメント 

(UK) 

12-5 FINSBURY CIRCUS,LONDON,EC2M 7BT, 
U.K. 

22 0.01 



３ ドイツ証券㈱から平成19年４月５日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平成19年３月30

日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けたが、当社としては、当事業年度末現在における実

質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況に含めていない。 

② 第１回第１種優先株式 

③ 第２回第１種優先株式 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

ドイツ銀行 ロンドン支店 
WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 

STREET LONDON,EC2N 2DB,U.K. 
6,828 4.35 

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 570 0.36 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

ドイチェ バンク アーゲー ロンド

ン ピービー ノントリティ クライアン

ツ 613 

(常任代理人 ドイツ証券株式会社) 

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT AM  

MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号） 

3,000 40.00 

ユービーエス エージー ロンドン アカ

ウント アイピービー セグリゲイテッ

ド クライアント アカウント 

(常任代理人 シティバンク、エヌ・エ

イ 東京支店 証券業務部) 

AESCHENVORSTADT 48 CH-4002 BASEL  

SWITZERLAND 

（東京都品川区東品川２丁目３番14号）  

2,000 26.67 

ゴールドマン・サックス・インターナ

ショナル 

(常任代理人 ゴールドマン・サックス

証券会社 東京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

（東京都港区六本木６丁目10番１号） 
1,300 17.33 

ドイチェ バンク アーゲー ロンド

ン ピービー ディーケーアール サウン

ド ショア フィッシャー 658 

(常任代理人 ドイツ証券株式会社)  

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT AM  

MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号） 

1,000 13.33 

バークレイズ バンク ピーエルシー バ

ークレイズ キャピタル セキュリティ

ーズ エスビーエル／ピービーアカウン

ト 

(常任代理人 スタンダード チャータ

ード銀行) 

1 CHURCHILL PLACE,LONDON E14 5HP,U.K 

（東京都千代田区永田町２丁目11番１号） 
200 2.67 

計 － 7,500 100 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 41,200 95.37 

土地興業株式会社 東京都新宿区袋町３番地 1,800 4.17 

笹島建設株式会社 東京都港区南青山２丁目22番３号 200 0.46 

計 － 43,200 100 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

(注) １ 「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が77,000株（議決権77個）及び名義人以

外からの喪失登録のある株式が2,000株（議決権２個）含まれている。 

２ 「単元未満株式」には、証券保管振替機構名義の株式が600株、株主名簿上は当社名義となっているが実質的

に所有していない株式が700株及び以下の自己保有株式並びに相互保有株式が含まれている。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項なし。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式   50,700,000 － 
「(1)株式の総数等」の「②発

行済株式」参照 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    1,570,000 
－ － 

（相互保有株式） 

普通株式    1,829,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  143,174,000 143,174 － 

単元未満株式 普通株式   10,323,504 － １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数             207,596,504  － － 

総株主の議決権 － 143,174 － 

自己保有株式 株式会社熊谷組 418株

相互保有株式 株式会社前田工務店 181株

  笹島建設株式会社 17株

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）          

株式会社熊谷組（注） 
東京都新宿区津久戸町２

番１号 
1,570,000 － 1,570,000 1.00 

（相互保有株式）          

株式会社前田工務店 
東京都江東区富岡１丁目

22番26号 
27,000 － 27,000 0.02 

笹島建設株式会社 
東京都港区南青山２丁目

22番３号 
1,502,000 － 1,502,000 0.96 

共栄機械工事株式会社 
神奈川県鎌倉市岩瀬１丁

目21番７号 
300,000 － 300,000 0.19 

計 － 3,399,000 － 3,399,000 2.17 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項なし。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項なし。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第６項及び会社法第192条第１項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれていない。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) 当期間における、その他（単元未満株式の買増請求による売渡し）及び保有自己株式数には、平成19年６月１日

からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増請求による売渡し又は買取りによる株式は含まれていな

い。 

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 219,822 67 

当期間における取得自己株式 33,121 7 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 

（単元未満株式の買増請求による売渡し） 
50,702 12 4,200 1 

保有自己株式数 1,570,418 － 1,599,339 － 



【株式の種類等】 会社法第155条第４号に該当する第１回第１種優先株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項なし。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項なし。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 会社法第166条第１項の規定に基づく取得請求による第１回第１種優先株式の取得 

(注) 当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式は含ま

れていない。 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までに取得した株式は含

まれていない。 

区分 株式数（株） 価額の総額（百万円） 

当事業年度における取得自己株式 9,300,000 － 

当期間における取得自己株式 1,000,000 － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額
（百万円） 

株式数（株） 
処分価額の総額
（百万円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 9,300,000 － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 － － 1,000,000 － 



３【配当政策】 

 配当政策としては、経営基盤の強化並びに事業収益拡大のために内部留保の充実を図りつつ、当期業績や中長期の

業績見通し、経営環境等を勘案し、株主へ適正かつ安定的に利益還元することを経営上の基本政策としている。 

 毎事業年度における配当の回数については、年１回、期末配当を行うことを基本方針としている。なお、この配当

の決定機関は株主総会である。 

 当社は再建の過程で平成10年３月期以降無配を継続していたが、当事業年度の配当については、前事業年度に「経

営構造改革３ヵ年計画」を完了し、将来に向け一定の利益を確保できる体制が整ったことなどから、普通株式１株当

たり１円50銭の復配を決定した。また、優先株式についても、第１回第１種優先株式及び第２回第１種優先株式とも

１株当たり８円35銭の優先配当を実施する。 

 内部留保資金については、技術開発や市場競争力の強化へ向け有効な活用を図るとともに、財務体質の更なる健全

化のため、優先株式の一部買入消却の原資にあてることを予定している。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりである。 

４【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

決議年月日 株式の種類  
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 

普通株式  232 1.50 

第１回第１種優先株式  62 8.35 

第２回第１種優先株式  360 8.35 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 30 244 394 549 500 

最低（円） 9 16 199 256 214 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 319 298 248 260 272 249 

最低（円） 270 225 214 225 225 218 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株) 

取締役社長 

（代表取締役） 
執行役員社長 大 田   弘 昭和27年12月30日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成11年11月 当社経営企画本部長 

平成14年４月 当社執行役員 

平成15年６月 当社常務取締役 

平成15年６月 当社常務執行役員 

平成17年４月 当社取締役社長（現任） 

平成17年４月 当社執行役員社長（現任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

16 

取締役副社長 

（代表取締役） 

執行役員副社長 

土木事業本部担

当 

国際支店担当 

山 口 啓 二 昭和18年７月14日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成９年４月 当社土木本部長代行 

平成９年６月 当社取締役 

平成９年12月 当社大阪支店長代行 

平成10年１月 当社大阪支店長 

平成11年４月 当社常務取締役 

平成12年７月 当社専務取締役 

平成12年12月 当社取締役副社長（現任） 

平成13年１月 当社執行役員副社長（現任） 

平成13年２月 当社関西支社長 

平成14年12月 当社北陸支店管掌 

平成15年６月 当社土木本部長 

平成15年６月 当社安全本部担当 

平成15年７月 当社土木事業本部長 

平成15年７月 当社安全環境統括部担当 

平成18年４月 当社土木事業本部担当（現

任） 

平成19年４月 当社国際支店担当（現任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

47 

取締役副社長 

執行役員副社長 

情報システム担

当 

髙 木 秀 宣 昭和22年１月１日生 

平成10年６月 ㈱住友銀行取締役 

平成11年５月 同行本店支配人東京駐在 

平成11年６月 当社顧問 

平成11年６月 当社常務取締役 

平成11年６月 当社環境事業プロジェクト部

担当 

平成12年１月 当社環境事業プロジェクト部

長 

平成12年４月 当社環境事業プロジェクト部

総括部長 

平成12年４月 当社営業本部担当 

平成13年１月 当社常務執行役員 

平成13年５月 当社経営企画本部担当 

平成13年５月 当社環境事業プロジェクト部

担当 

平成13年６月 当社常務取締役 

平成17年４月 当社管理本部担当 

平成17年４月 当社情報システム担当（現

任） 

平成17年６月 当社取締役副社長（現任） 

平成17年６月 当社執行役員副社長（現任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

21 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株) 

専務取締役 

専務執行役員 

建築事業本部担

当 

技術研究所担当 

ＣＳＲ推進室担

当 

吉 田 孝 男 昭和19年８月１日生 

昭和42年４月 当社入社 

平成13年１月 当社名古屋支店長 

平成14年４月 当社執行役員 

平成15年６月 当社建築本部長 

平成15年６月 当社専務取締役（現任） 

平成15年６月 当社専務執行役員（現任） 

平成15年７月 当社建築事業本部長 

平成15年７月 当社プロジェクトマネジメン

ト室担当 

平成16年４月 当社CS推進室担当 

平成17年４月 当社技術研究所担当（現任） 

平成18年４月 当社建築事業本部担当（現

任） 

平成19年４月 当社ＣＳＲ推進室担当（現

任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

18 

常務取締役 

常務執行役員 

監査室担当 

管理本部担当 

綱紀担当 

個人情報保護担

当 

新 井 克 人 昭和22年６月17日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成９年４月 当社財務本部長代行 

平成９年６月 当社取締役 

平成10年４月 当社財務本部長 

平成10年６月 当社経営総合本部財務本部長 

平成12年４月 当社財務本部長 

平成12年９月 当社綱紀担当 

平成12年12月 当社管理本部担当 

平成13年１月 当社常務取締役（現任） 

平成13年１月 当社常務執行役員（現任） 

平成13年６月 当社財務本部担当 

平成14年４月 当社綱紀担当（現任） 

平成15年７月 当社管理本部長 

平成17年４月 当社個人情報保護担当（現

任） 

平成18年４月 当社監査室担当（現任） 

平成18年４月 当社管理本部担当（現任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

18 

常務取締役 

常務執行役員 

建築事業本部長 

安全環境統括部

担当 

佐 塚 和 夫 昭和25年７月２日生 

昭和51年４月 当社入社 

平成10年４月 当社建築本部建築部工事管理

部長 

平成11年２月 当社名古屋支店建築部長 

平成15年７月 当社名古屋支店建築事業部長 

平成17年４月 当社名古屋支店次長 

平成18年４月 当社執行役員 

平成18年４月 当社建築事業本部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役 

平成19年４月 当社常務取締役（現任） 

平成19年４月 当社常務執行役員（現任） 

平成19年４月 当社安全環境統括部担当（現

任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

3 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株) 

常務取締役 

常務執行役員 

土木事業本部長 

土木事業本部事

業戦略推進室長 

首都圏支店土木

事業部長 

石 垣 和 男 昭和27年４月30日生 

昭和53年４月 当社入社 

平成９年４月 当社土木本部原価管理部長 

平成10年４月 当社土木本部工事管理部長 

平成11年４月 当社東京支店土木部長 

平成13年２月 当社首都圏支社土木統括部土

木第１部長 

平成14年４月 当社東北支店土木部長 

平成15年７月 当社東北支店次長 

平成15年７月 当社東北支店土木事業部長 

平成15年７月 当社東北支店安全環境部長 

平成16年４月 当社東北支店副支店長 

平成18年４月 当社執行役員 

平成18年４月 当社土木事業本部長（現任） 

平成18年４月 当社土木事業本部事業戦略推

進室長（現任） 

平成18年６月 当社取締役 

平成19年３月 当社首都圏支店土木事業部長

（現任） 

平成19年４月 当社常務取締役（現任） 

平成19年４月 当社常務執行役員（現任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

4 

取締役 
執行役員 

管理本部長 
草 桶 昌 之 昭和28年３月24日生 

昭和50年４月 当社入社 

平成９年４月 当社財務本部財務部長 

平成13年７月 当社財務本部副本部長 

平成14年４月 当社財務本部財務管理部長 

平成15年10月 当社管理本部副本部長 

平成16年４月 当社管理本部財務部長 

平成18年４月 当社執行役員（現任） 

平成18年４月 当社管理本部長（現任） 

平成18年６月 当社取締役（現任） 

 平成19

年６月

から１

年間 

5 

常勤監査役   滝 沢 和 夫 昭和19年９月22日生 

昭和39年４月 当社入社 

平成９年10月 当社東北支店次長 

平成11年10月 当社監査室長 

平成13年４月 当社監査室付 

平成13年６月 当社常勤監査役（現任） 

 平成16

年６月

から４

年間 

11 

常勤監査役   矢 崎 文 夫 昭和22年９月９日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成12年９月 当社管理本部長代行 

平成13年６月 当社管理本部長 

平成15年２月 当社管理本部法務コンプライ

アンス部長 

平成15年６月 当社常勤監査役（現任） 

 平成19

年６月

から４

年間 

5 

監査役   敷 田   稔 昭和７年２月13日生 

平成５年７月 名古屋高等検察庁検事長 

平成７年２月 財団法人アジア刑政財団理事

長（現任） 

平成７年３月 当社非常勤顧問 

平成７年３月 弁護士登録 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

 平成16

年６月

から４

年間 

3 

監査役   小 嶋 正 己 昭和12年10月20日生 

昭和44年４月 弁護士登録 

昭和49年10月 当社非常勤顧問 

平成６年６月 当社監査役（現任） 

 平成19

年６月

から４

年間 

3 

 



(注) １ 監査役敷田 稔、小嶋正己及び篠原啓慶は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。 

２ 事業戦略決定機能と職務執行機能を分離し、取締役会の戦略性、機動性を高めることで意思決定の迅速化を

図るとともに、業務執行力の強化、執行責任の明確化により、企業競争力の抜本的強化を図るため執行役員制

度を導入している。 

 執行役員は次のとおりである。なお※は取締役兼務者である。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（千株) 

監査役   篠 原 啓 慶 昭和14年６月９日生 

昭和48年９月 公認会計士開業登録 

昭和49年12月 税理士開業登録 

平成10年６月 ユアサ・フナショク㈱監査役

（現任） 

平成12年４月 独立行政法人国立博物館監事

（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

 平成18

年６月

から４

年間 

－ 

        計   157 

氏名 役職名 

※ 大 田   弘 執行役員社長 

※ 山 口 啓 二 執行役員副社長 土木事業本部担当、国際支店担当 

※ 髙 木 秀 宣 執行役員副社長 情報システム担当 

※ 吉 田 孝 男 専務執行役員 建築事業本部担当、技術研究所担当、ＣＳＲ推進室担当 

武 田 和 夫 専務執行役員 首都圏支店長 

市 川 康 生 専務執行役員 営業担当 

船 本 隆 則 専務執行役員 広島支店長 

※ 新 井 克 人 常務執行役員 監査室担当、管理本部担当、綱紀担当、個人情報保護担当 

※ 佐 塚 和 夫 常務執行役員 建築事業本部長、安全環境統括部担当 

※ 石 垣 和 男 常務執行役員 土木事業本部長、土木事業本部事業戦略推進室長、首都圏支店土木事業部長 

中 里 哲 郎 常務執行役員 建築事業本部技術推進担当 

秋 元 邦 夫 常務執行役員 土木事業本部技術推進担当 

松 浦 良 和 常務執行役員 技術推進担当 

武 藤 隆 夫 常務執行役員 名古屋支店長 

田 中 修 市 常務執行役員 関西支店長 

※ 草 桶 昌 之 執行役員 管理本部長 

林   直 樹 執行役員 技術推進担当 

伊 藤   隆 執行役員 東北支店長 

西 岡 康 浩 執行役員 北海道支店長 

森 次 誠 治 執行役員 九州支店長 

牧 野 有 孝 執行役員 首都圏支店副支店長、管理部長 

三 木 康 弘 執行役員 技術推進担当 

佐 藤 精 一 執行役員 国際支店長 

吉 川   定 執行役員 首都圏支店副支店長、建築事業部長 

藤 原 孝 二 執行役員 四国支店長 

栗 林 棟 一 執行役員 関西支店副支店長、土木事業部長、営業部総括部長 

竹 内 英 健 執行役員 技術推進担当 

石 蔵 陽 一  執行役員 技術推進担当 

作 本 裕 行 執行役員 北陸支店長 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は、「建設を核とした事業活動を通して、社会に貢献する企業集団を目指す」という経営理念の実現のため

に、企業統治（コーポレート・ガバナンス）の実効性を高めていくことが、最も重要な課題の一つであると位置づけ

ている。 

(1) 会社の機関の内容 

 当社は、取締役会、監査役会、会計監査人からなるコーポレート・ガバナンス体制を採用しており、この体制に

おいてコーポレート・ガバナンスの実効性をより高めることに努めている。 

 取締役については、経営責任を明確にし、経営環境の変化に対して最適な経営体制を構築するため、任期を１年

としている。また、取締役の職務の執行が効率的に行われるよう、執行役員制度を採用している。監査役について

は、社外監査役に弁護士、公認会計士を選任し、法律並びに会計・税務の知識に基づいた監査機能の強化を図って

いる。会社法及び証券取引法上の会計監査については、仰星監査法人より公正な監査を受けている。 

 重要な経営課題については、社長を議長とする経営会議において論点及び問題点を明確にした上で取締役会にお

いて決定している。経営会議は取締役８名に執行役員１名（首都圏支店長）を加えた９名からなり、原則月２回開

催している。 

 その他に、社長を議長とする会議体として、業績計画達成状況の確認及び工事リスクの管理のための支店業績検

討会議、並びにＣＳＲの推進に関わる事項の決定のためのＣＳＲ推進会議を設置している。経営会議、支店業績検

討会議、ＣＳＲ推進会議には下部委員会として情報戦略委員会、技術強化戦略委員会、受注案件審査委員会等、部

門横断的なメンバーによって構成される課題別委員会を設置し随時開催している。 

 当社のコーポレート・ガバナンス体制は下図のとおりである。 

(2) 内部統制システムの整備の状況 

① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

・企業行動指針を定め、その周知徹底を行っている。 

・職務の執行に必要な手続きについては、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程、決裁手続規程等の社内規程

に定めている。 

・法令遵守に関する定期的な教育・研修を行っている。 

・社内通報制度を設けている。 

・経営から独立した法遵守監査委員会を設置し、外部の目でコンプライアンス体制を評価している。 

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

・取締役の職務の執行に係る各種情報の適切な保存及び管理について、社内規程に定めている。 



③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

・事業運営上想定されるリスクを部門毎に分類し、主管部署はマニュアル等を定めている。 

・コンプライアンス規程、決裁手続規程、内部監査規程等の社内規程を定めるとともに、多面的なリスクを検討

すべき事項については部門横断的な全社委員会を設置している。 

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

・経営戦略、各部門予算、設備投資等の重要な経営課題については、経営会議において論点及び問題点を明確に

した上で取締役会において決定している。 

・役員、支店長に対して経営戦略、経営課題に対する取組方針等についての周知徹底を行うため、３ヶ月に一度

役員支店長会議を開催している。 

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

・グループ会社の経営状況の把握、問題点の早期発見と対応策の立案等、グループ会社の経営全般を管理するた

め、グループ会社管理・運用規程を定めている。 

・グループ経営の観点から各グループ会社の業績確認及び経営課題の検討を行うため、当社の取締役並びに推進

部門責任者、及びグループ会社社長が出席するグループ経営検討委員会を設置している。 

・グループ会社には監査役を置くとともに、適切な監査を行うため子会社・関連会社監査役監査規程を定めてい

る。 

⑥ 監査役の監査に関する事項 

・役員及び使用人は、監査役監査において担当する職務の執行状況等について報告する。また、監査役は取締役

会、経営会議等の重要な会議に出席し、業務執行の状況を把握し、必要に応じて役員及び使用人から報告を求

めている。 

・監査役監査の実効性を高めるため、監査役が、会計監査人並びに内部監査部門が監査した監査結果の内容を確

認し、意見交換を行っている。 

(3) 内部監査及び監査役監査の状況 

 専従者４名からなる内部監査部門（監査室）は年間監査計画に基づき業務監査を実施し、その結果は都度社長に

報告されている。 

 監査役監査の実効性を高めるため、監査役会は内部監査部門の年間監査計画について事前に説明を受けるととも

に、内部監査部門の監査結果について都度報告を受け、情報交換を行っている。 

(4) 会計監査の状況 

 当社は仰星監査法人より公正な監査を受けているが、平成19年３月期において業務を執行した公認会計士の氏

名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりである。 

・業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数 

業務執行社員 山﨑 清孝 （16年） 

業務執行社員 野口 哲生 （６年） 

・監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ８名 

会計士補等  ２名 

その他    １名 

 また、監査役は会計監査人の報告を受けるとともに、会計監査人との間で適宜情報交換を行っている。監査役

会、会計監査人、社長で定期的に意見交換を行っている。 

(5) 社外監査役との関係 

 当社の社外監査役は弁護士２名及び公認会計士・税理士１名の計３名である。 

 社外監査役と当社との間には、特別な利害関係はない。 

(6) 役員報酬の内容 

取締役の年間報酬総額  75百万円 

監査役の年間報酬総額  35百万円（うち社外監査役 18百万円） 

(7) 監査報酬の内容 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  35百万円 

上記以外の報酬                                －百万円 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準

じて記載している。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成している。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成している。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建設業法施

行規則に基づき、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づいて作成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）の連結財務諸表及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表については監査法人

芹沢会計事務所により監査を受け、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表

及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表については仰星監査法人により監査を受

けている。 

 なお、監査法人芹沢会計事務所は、平成18年10月１日をもって東京北斗監査法人と合併し、名称を仰星監査法人に

変更している。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

現金預金 ※２ 60,687 54,853 

受取手形・完成工事未収入金等 ※６ 115,903 122,529 

未成工事支出金   15,606 11,004 

繰延税金資産   3,634 3,439 

未収入金   23,010 18,884 

その他   3,121 3,230 

貸倒引当金   △1,186 △1,248 

流動資産合計   220,776 80.1 212,693 80.9

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

建物・構築物 ※２ 13,282 12,927 

機械・運搬具・工具器具備品   14,988 14,012 

土地 ※２ 10,405 10,281 

建設仮勘定   20 － 

減価償却累計額   △23,331 △22,399 

有形固定資産合計   15,365 14,822 

２ 無形固定資産   1,071 985 

３ 投資その他の資産     

投資有価証券 
※１ 
※２ 

22,052 17,631 

長期貸付金   1,200 1,177 

長期営業外未収入金   5,016 6,196 

破産債権、更生債権等   1,613 1,259 

繰延税金資産   8,174 8,779 

その他 ※２ 6,571 6,008 

貸倒引当金   △6,192 △6,746 

投資その他の資産合計   38,436 34,305 

固定資産合計   54,872 19.9 50,114 19.1

資産合計   275,649 100 262,807 100 

      
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

支払手形・工事未払金等 ※６ 107,283 113,896 

短期借入金   39,521 25,720 

未払法人税等   727 515 

未成工事受入金   15,983 13,161 

預り金   19,908 12,736 

完成工事補償引当金   689 705 

工事損失引当金   254 640 

その他   9,619 12,462 

流動負債合計   193,986 70.3 179,838 68.4

Ⅱ 固定負債     

長期借入金   20,016 16,180 

退職給付引当金   15,279 16,706 

その他   197 145 

固定負債合計   35,493 12.9 33,032 12.6

負債合計   229,479 83.2 212,870 81.0

      

（少数株主持分）     

少数株主持分   1,330 0.5 － －

      

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   13,341 4.8 － －

Ⅱ 資本剰余金   9,926 3.6 － －

Ⅲ 利益剰余金   18,043 6.6 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,901 1.4 － －

Ⅴ 為替換算調整勘定   64 0.0 － －

Ⅵ 自己株式 ※５ △438 △0.1 － －

資本合計   44,839 16.3 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  275,649 100 － － 

        
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   － － 13,341 5.1

２ 資本剰余金   － － 9,927 3.8

３ 利益剰余金   － － 23,013 8.7

４ 自己株式   － － △504 △0.2

株主資本合計   － － 45,777 17.4

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価差額金   － － 2,811 1.1

２ 繰延ヘッジ損益   － － △0 △0.0

３ 為替換算調整勘定   － － 24 0.0

評価・換算差額等合計   － － 2,835 1.1

Ⅲ 少数株主持分   － － 1,324 0.5

純資産合計   － － 49,937 19.0

負債純資産合計   － － 262,807 100

        



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高     326,344 100   326,997 100 

Ⅱ 完成工事原価     299,727 91.8   306,654 93.8 

完成工事総利益     26,616 8.2   20,342 6.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   15,967 4.9   15,554 4.7 

営業利益     10,649 3.3   4,787 1.5 

Ⅳ 営業外収益               

受取利息   359     204     

受取配当金   282     177     

為替差益   252     －     

持分法による投資利益   －     136     

その他   142 1,036 0.3 170 688 0.2 

Ⅴ 営業外費用               

支払利息   1,657     1,265     

その他   910 2,567 0.8 248 1,513 0.5 

経常利益     9,117 2.8   3,963 1.2 

Ⅵ 特別利益               

前期損益修正益   732     505     

固定資産売却益 ※２ 760     91     

投資有価証券売却益   675     3,492     

その他   170 2,338 0.7 100 4,190 1.3 

Ⅶ 特別損失               

前期損益修正損   375     342     

固定資産評価損 ※３ 35     1     

固定資産売却損 ※４ 27     31     

投資有価証券評価損   17     116     

貸倒損失   60     －     

貸倒引当金繰入額   2,058     1,098     

減損損失 ※６ 1,120     －     

賃貸借契約解約損   1,105     －     

その他   382 5,181 1.6 630 2,221 0.7 

税金等調整前当期純利益     6,275 1.9   5,932 1.8 

法人税、住民税及び事業税   755     487     

法人税等調整額   334 1,090 0.3 428 915 0.3 

少数株主利益又は 
少数株主損失（△） 

    △89 △0.0   47 0.0 

当期純利益     5,275 1.6   4,969 1.5 

       



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  9,926 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  9,926 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  12,768 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

当期純利益  5,275 5,275 

Ⅲ 利益剰余金期末残高  18,043 

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

13,341 9,926 18,043 △438 40,873

連結会計年度中の変動額     

当期純利益   4,969   4,969

自己株式の取得   △79 △79

自己株式の処分   1 12 13

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 
（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 4,969 △66 4,904

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

13,341 9,927 23,013 △504 45,777

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証
券評価差額金 

繰   延 
ヘッジ損益 

為替換算 
調整勘定 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,901 － 64 3,965 1,330 46,169

連結会計年度中の変動額     

当期純利益     4,969

自己株式の取得     △79

自己株式の処分     13

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額 
（純額） 

△1,089 △0 △40 △1,130 △5 △1,136

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,089 △0 △40 △1,130 △5 3,767

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,811 △0 24 2,835 1,324 49,937



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 6,275 5,932

減価償却費 934 883

減損損失 1,120 －

貸倒引当金の増加・減少（△）額 1,480 633

退職給付引当金の増加・減少（△）額 1,715 1,428

受取利息及び受取配当金 △641 △382

支払利息 1,657 1,265

為替差損・益（△） △215 △44

持分法による投資損失・利益（△） 27 △136

有価証券及び投資有価証券評価損 17 116

有価証券及び投資有価証券売却損・益
（△） 

△675 △3,492

固定資産除却損 72 48

固定資産評価損 35 1

有形固定資産売却損・益（△） △732 △59

売上債権の減少・増加（△）額 9,506 △6,647

未成工事支出金の減少・増加（△）額 △1,301 4,601

仕入債務の増加・減少（△）額 △4,485 6,645

未成工事受入金の増加・減少（△）額 2,742 △2,816

その他債権等の減少・増加（△）額 △1,213 △1,034

その他 3,213 469

小計 19,531 7,412

利息及び配当金の受取額 664 381

利息の支払額 △1,649 △1,224

法人税等の支払額 △928 △808

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,617 5,761

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △375 △246

有形固定資産の売却による収入 1,310 241

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却
による収入 

41 －

有価証券及び投資有価証券の取得による
支出 

△245 △473

有価証券及び投資有価証券の売却による
収入 

2,628 6,444

貸付による支出 △221 △362

貸付金の回収による収入 1,281 438

その他 △177 124

投資活動によるキャッシュ・フロー 4,241 6,166

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金純増加・減少（△）額 △1,585 △12,098

長期借入による収入  － 2,730

長期借入金の返済による支出 △9,224 △8,268

その他 △156 △53

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,966 △17,690

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 296 △10

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少（△）額 11,189 △5,773

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 49,507 60,622

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等物の
減少額 

△75 －

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 ※ 60,622 54,848

   



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数        10社 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」の「４ 関係会社の状況」に記載の

とおり。 

 なお、㈱ケイエヌ・ファシリティーズ

については、保有株式を売却したことに

より当連結会計年度より連結子会社から

除外した。 

連結子会社の数        10社 

 連結子会社名は、「第１ 企業の概

況」の「４ 関係会社の状況」に記載の

とおり。 

  主要な非連結子会社名 

㈱上越シビックサービス 

主要な非連結子会社名 

同左 

  非連結子会社について、連結の範囲から

除いた理由 

 非連結子会社はいずれも小規模会社で

あり、合計の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等が、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外している。 

非連結子会社について、連結の範囲から

除いた理由 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数    ５社 

 持分法適用の関連会社名は、「第１ 

企業の概況」の「４ 関係会社の状況」

に記載のとおり。 

持分法適用の関連会社数    ５社 

同左 

  持分法非適用の主要な非連結子会社名 

㈱上越シビックサービス 

持分法非適用の主要な非連結子会社名 

同左 

  持分法非適用の主要な関連会社名 

シーイーエヌソリューションズ㈱ 

 持分法非適用の非連結子会社及び関連

会社は、当期純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分法の適用か

ら除外している。 

持分法非適用の主要な関連会社名 

同左 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社のうち、華熊営造股份有限

公司、クマガイグミ（マレーシア）セン

ディリアンベルハッド及びタイクマガイ

カンパニーリミテッドの決算日は、12月

31日である。連結財務諸表作成にあたっ

ては、同決算日現在の財務諸表を使用し

ている。ただし、１月１日から連結決算

日３月31日までの期間に発生した重要な

取引については連結上必要な調整を行っ

ている。 

 上記以外の連結子会社の事業年度の末

日は、連結決算日と一致している。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

   

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

   

① 有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 時価法 同左 

③ たな卸資産    

未成工事支出金 個別法による原価法 同左 

材料貯蔵品 移動平均法による原価法 同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

   

① 有形固定資産 定率法 

 なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。 

同左 

② 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用している。 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

   

① 貸倒引当金  債権の貸倒損失に備えるため、過去の

一定期間における貸倒実績等から算出し

た貸倒実績率により計算した金額のほ

か、貸倒懸念債権等については個別に債

権を評価して回収不能見込額を計上して

いる。 

同左 

② 完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用にあて

るため、過去の一定期間における実績率

により計算した金額を計上している。 

同左 

③ 工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当連結会計年度末における手持工事

のうち損失の発生が見込まれ、かつ、そ

の金額を合理的に見積もることが出来る

工事について、損失見込額を計上してい

る。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

④ 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してい

る。 

 会計基準変更時差異は、15年による按

分額を費用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５～９年）による定額法により費

用処理している。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５～９年）によ

る定額法により、翌連結会計年度から費

用処理することとしている。 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

    

① ヘッジの方法  主として繰延ヘッジ処理を採用してい

る。 

 ────────── 

② ヘッジの手段とヘッ

ジ対象 

ヘッジ手段 

 金利スワップ取引 

 ────────── 

  ヘッジ対象 

 市場金利等の変動によりキャッシュ・

フローが変動するもの（変動金利の借入

金） 

 

③ ヘッジの方針  当社の内部規定である「デリバティブ

取引取扱規定」に基づき金利変動リスク

をヘッジしている。 

 ────────── 

④ ヘッジの有効性評価

の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象について有効

性判定期間における金利変動を比較し評

価を行っている。 

 ────────── 

⑤ その他  ──────────  持分法適用関連会社において、金利ス

ワップ取引を行っており、繰延ヘッジ処

理を採用している。 

(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

   

① 完成工事高の計上基

準 

 完成工事高の計上基準は、原則として

工事進行基準を適用している。但し、工

期が１年未満の工事については工事完成

基準によっている。 

 当連結会計年度における工事進行基準

による完成工事高は177,475百万円であ

る。 

 完成工事高の計上基準は、原則として

工事進行基準を適用している。但し、工

期が１年未満の工事については工事完成

基準によっている。 

 当連結会計年度における工事進行基準

による完成工事高は167,470百万円であ

る。 

② 消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税に相当する額の

会計処理は、税抜方式によっている。 

同左 

 



会計処理の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

③ 連結納税制度の適用  ──────────  当連結会計年度から連結納税制度を適

用している。 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、部分時価評価法によっている。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

 該当事項なし。  ────────── 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成して

いる。 

 ────────── 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

る。これにより税金等調整前当期純利益は、1,120百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除している。 

 ────────── 

 ────────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用している。 

 なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

48,612百万円である。当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改

正に伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成してい

る。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対するも

の 

投資有価証券（株式） 4,620百万円

※１ このうち、非連結子会社及び関連会社に対するも

の 

投資有価証券（株式） 4,840百万円

※２ 下記の資産は、長期借入金539百万円及び短期借入

金3,465百万円等の担保に供している。 

建物・構築物 2,198百万円

土地 7,493  

投資有価証券 9,505  

投資その他の資産「その他」 122  

計 19,319  

※２ 下記の資産は、長期借入金333百万円及び短期借入

金1,299百万円等の担保に供している。 

現金預金 10百万円

建物・構築物 2,035  

土地 7,493  

投資有価証券 5,395  

投資その他の資産「その他」 120  

計 15,055  

 ３ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 ３ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

(1) 借入金保証 

全国漁港・漁村振興漁業協同

組合連合会 
136百万円

㈱清田総合医療センター 37  

計 173  

(1) 借入金保証 

全国漁港・漁村振興漁業協同

組合連合会 
101百万円

     

(2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

㈱大京・関電不動産㈱ 1,327百万円

㈱タカラレーベン 829  

その他３社 565  

計 2,722  

(2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

㈱リッチライフ 541百万円

㈱相互企画 184  

その他３社 265  

計 990  

 ４ 受取手形裏書譲渡高         134百万円  ４ 受取手形裏書譲渡高          0百万円 

※５ 連結会社、持分法を適用した関連会社が保有する

自己株式の種類及び数 

普通株式 2,025千株  

第２回第１種優先株式 70千株  

※５      ────────── 

※６      ────────── ※６ 当連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。 

   なお、当連結会計年度末日は金融機関の休日であ

ったため、次の満期手形が当連結会計年度末残高に

含まれている。 

受取手形 514百万円

支払手形 1,441  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 6,110百万円

退職給付引当金繰入額 1,003  

※１ このうち、主要な費目及び金額は次のとおりであ

る。 

従業員給料手当 6,414百万円

退職給付引当金繰入額 851  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 640百万円

その他 119  

計 760  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

機械装置 47百万円

その他 43  

計 91  

※３ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

ゴルフ会員権等 35百万円

※３ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

ゴルフ会員権等 1百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

土地 0百万円

その他 26  

計 27  

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

施設利用権 14百万円

その他 17  

計 31  

 ５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,423百万円である。 

 ５ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,561百万円である。 

※６ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産グループについて減損損失を計上した。 

 当社グループは、遊休資産及び処分予定資産は個

別の物件毎に、その他の資産は管理会計上の事業区

分に基づく支店等の単位を 小単位とし、また本社

等の全事業資産を共用資産としてグルーピングして

いる。 

 遊休資産及び処分予定資産において、著しい地

価の下落により帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（1,120百万円）として

特別損失に計上した。その内訳は、遊休資産510百

万円（土地484百万円、建物・構築物26百万円）、

処分予定資産609百万円（土地324百万円、建物・

構築物209百万円、その他75百万円）である。 

 なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額に

より測定している。正味売却価額は、売却等の事例

に基づく実勢価額又は固定資産税評価額に基づき算

定している。 

用途 種類 場所 件数 

遊休資産 
土地及び
建物等 

兵庫県他 ６件 

処分予定資産 
土地及び
建物等 

神奈川県他 15件 

※６      ────────── 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(注) 普通株式の増加は、第１回第１種優先株式の取得に伴う発行によるものであり、第１回第１種優先株式の減少

は、取得した優先株式の消却によるものである。 

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の増加は、単元未満株式の買取りによる増加219千株、持分法適用会社が取得した自己株式（当社 

株式）の当社帰属分32千株、減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものである。 

２ 第１回第１種優先株式の増加は、取得請求による取得、減少は、当該自己株式の消却によるものである。 

３ 配当に関する事項 

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

普通株式 133,646 23,250 － 156,896 

第１回第１種優先株式 16,800 － 9,300 7,500 

第２回第１種優先株式 43,200 － － 43,200 

合計 193,646 23,250 9,300 207,596 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

普通株式 2,025 252 50 2,226 

第１回第１種優先株式 － 9,300 9,300 －

第２回第１種優先株式 70 － － 70 

合計 2,095 9,552 9,350 2,296 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり
配当額 (円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 232 利益剰余金 1.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年６月28日 

定時株主総会 

第１回第１

種優先株式 
62 利益剰余金 8.35 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年６月28日 

定時株主総会 

第２回第１

種優先株式 
360 利益剰余金 8.35 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 60,687百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△65  

現金及び現金同等物 60,622  

※  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 54,853百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△5  

現金及び現金同等物 54,848  



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却累 
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相 当 額 
（百万円）

工具器具備品 631 188 443 

その他 642 532 110 

合計 1,274 720 553 

取得価額 
相 当 額 
（百万円）

減価償却累 
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相 当 額 
（百万円）

工具器具備品 890 291 599

その他 358 248 110

合計 1,249 539 709

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 179百万円

１年超 374  

合計 553  

１年内 243百万円

１年超 465  

合計 709  

 なお、取得価額相当及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

 なお、取得価額相当及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 202百万円

減価償却費相当額 202  

支払リース料 209百万円

減価償却費相当額 209  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目等

の記載は省略している。 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額 

 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 

（百万円） 

(1) 連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
           

株式 7,338 13,612 6,273 4,045 8,394 4,348 

債券             

国債・地方債等 － － － － － － 

小計 7,338 13,612 6,273 4,045 8,394 4,348 

(2) 連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
           

株式 － － － 725 639 △86 

債券             

国債・地方債等 － － － 222 221 △1 

小計 － － － 948 861 △87 

合計 7,338 13,612 6,273 4,994 9,255 4,261 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

売却額 （百万円） 2,599 6,440 

売却益の合計 （百万円） 672 3,492 

売却損の合計 （百万円） － － 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

その他有価証券       

非上場株式 （百万円） 3,820 3,535 

 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１年以内 

（百万円）

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円）

10年超 

（百万円）

１年以内 

（百万円）

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 

（百万円）

債券                 

国債・地方債等 － － － － － 221 － －



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４

月１日 至 平成19年３月31日） 

連結会計年度末では、デリバティブ取引はないので、該当事項はない。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1) 取引の内容 

 当社グループは、金利スワップ取引を利用してい

る。 

(1) 取引の内容 

 当社グループは、株式オプション取引を利用して

いる。 

(2) 取引に対する取組方針 

 当社グループは、基本的に金銭債権債務等の残高

の範囲内で金融市場リスク対処を目的にデリバティ

ブ取引を利用することとしており、投機目的・短期

的な売買差益を得るための取引は行わない方針であ

る。 

(2) 取引に対する取組方針 

 当社グループは、効率的な資産運用による収益向

上を目的としてデリバティブ取引を利用することと

しており、投機的な取引及び短期的な売買差益を得

るための取引は行わない方針である。また、株式オ

プション取引については、決算期末までに決済する

こととしている。 

(3) 取引の利用目的 

 当社グループは、長期借入金を対象として、将来

の金利変動リスクを軽減する目的で、金利スワップ

取引を利用している。 

(3) 取引の利用目的 

 当社グループは、有価証券取引による余資運用の

一手段として株式オプション取引を利用している。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 当社グループが利用している固定金利と変動金利

を交換する金利スワップ取引は、市場金利の変動に

よるリスクを有している。なお、当社グループのデ

リバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い

国内の金融機関であるため、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないと認識している。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

 当社グループが利用している株式オプション取引

については、株価上昇時の被権利行使による機会損

失リスクを有している。なお、デリバティブ取引の

契約先は、信用度の高い金融機関であるため、相手

方の契約不履行によるリスクは、ほとんどないと認

識している。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

 デリバティブ取引の基本方針は、当社経営会議で

決定され、取引の実行及び管理は財務部が行ってい

る。取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用

目的、取引相手方の選定基準、及び報告体制を定め

た社内管理規程を設け、毎月の取引残高等の状況に

ついては、当社経営会議に報告されている。 

(5) 取引に係るリスクの管理体制 

 デリバティブ取引の基本方針は、経営会議で決定

され、取引の実行及び管理は主管部署が行ってい

る。取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用

目的、取引相手方の選定基準、及び報告体制を定め

た社内管理規程を設け、定期的に取引残高等の状況

を経営会議に報告されている。 

(6) 取引の時価等に関する注記に係る補足説明 

 金利スワップ取引における想定元本は、この金額

自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量又は信

用リスク量を示すものではない。 

(6) 取引の時価等に関する注記に係る補足説明 

 ────────── 



（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を

設けている。 

 子会社である㈱ガイアートＴ・Ｋについては、昭和63

年４月１日より、退職金の一部について適格退職年金制

度と厚生年金基金制度を併用する形で採用している。 

 その他の子会社においては、退職一時金制度もしくは

中小企業退職金共済制度を採用している。 

 なお、当社及び㈱ガイアートＴ・Ｋについては、従業

員の退職に際して早期退職優遇制度を採用している。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △29,249百万円

年金資産 666  

未積立退職給付債務 △28,582  

会計基準変更時差異の未処理額 10,088  

未認識数理計算上の差異 11,115  

未認識過去勤務債務（債務の減額） △7,900  

連結貸借対照表計上額純額 △15,279  

前払年金費用 －  

退職給付引当金 △15,279  

退職給付債務 △28,659百万円

年金資産 879  

未積立退職給付債務 △27,779  

会計基準変更時差異の未処理額 8,967  

未認識数理計算上の差異 8,170  

未認識過去勤務債務（債務の減額） △6,064  

連結貸借対照表計上額純額 △16,706  

前払年金費用 －  

退職給付引当金 △16,706  

(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載してい

る。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用している。 

(注) １ 厚生年金基金の代行部分を含めて記載してい

る。 

２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に

あたり、簡便法を採用している。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 1,302百万円

利息費用 593  

期待運用収益 △16  

会計基準変更時差異の費用処理額 1,120  

数理計算上の差異の費用処理額 2,453  

過去勤務債務の費用処理額 △1,835  

退職給付費用 3,618  

勤務費用 1,213百万円

利息費用 583  

期待運用収益 △13  

会計基準変更時差異の費用処理額 1,120  

数理計算上の差異の費用処理額 2,395  

過去勤務債務の費用処理額 △1,835  

退職給付費用 3,464  

(注) 上記退職給付費用以外に割増退職金等を支払って

おり、特別損失として２百万円を計上している。 

 

 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準法 

割引率 2.0％ 

期待運用収益率 2.0％ 

過去勤務債務の額の処理年数 ５～９年（発生時

の従業員の平均残

存勤務期間以内の

一定の年数による

定額法による。）

数理計算上の差異の処理年数 ５～９年（発生時

の従業員の平均残

存勤務期間以内の

一定の年数による

定額法により、翌

連結会計年度から

償却することとし

ている。） 

会計基準変更時差異の処理年数 15年 

同左 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金 6,155百万円

未払金等 939  

有形固定資産評価損 1,013  

会員権等評価損 1,584  

関係会社株式等評価減 1,379  

繰越欠損金 97,666  

未実現損益 1,074  

その他 3,519  

繰延税金資産小計 113,334  

評価性引当額 △98,788  

繰延税金資産合計 14,545  

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,565  

その他 △171  

繰延税金負債合計 △2,736  

繰延税金資産の純額 11,808  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金 6,740百万円

未払金等 1,253  

有形固定資産評価損 996  

会員権等評価損 1,550  

関係会社株式等評価減 1,424  

繰越欠損金 94,278  

未実現損益 1,074  

その他 3,912  

繰延税金資産小計 111,230  

評価性引当額 △97,101  

繰延税金資産合計 14,129  

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △1,726  

その他 △183  

繰延税金負債合計 △1,910  

繰延税金資産の純額 12,218  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）    

永久に損益に算入されない項目 6.8  

住民税均等割等 8.8  

評価性引当額 △39.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 17.2  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）    

永久に損益に算入されない項目 5.5  

住民税均等割等 5.6  

評価性引当額 △36.4  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 15.4  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の割合

がいずれも90％を超えているため、記載を省略した。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める日本の割合がいずれも90％

を超えているため、記載を省略した。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略した。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 和解金額については、裁判所による調停手続に基づき合意した金額である。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項なし。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金 

(百万円) 
事業の内容
又は職業 

議決権等
の被所有
割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

法人主要
株主 

土地興業㈱ 
東京都
新宿区 

1,920 
不動産・ 
保険代理業 

（被所有）

直接11.1 

当社出身 

１人 

不動産賃
借、保険
代理取引
等 

不動産賃貸借
契約解除に伴
う和解金 

1,100 － － 



（１株当たり情報） 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 112.74円

１株当たり当期純利益 40.01円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18.71円

１株当たり純資産額 147.66円

１株当たり当期純利益 32.23円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 18.55円

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益       

当期純利益 （百万円） 5,275 4,969 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － 423 

（うち優先株式配当額） （百万円） (－) (423) 

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 5,275 4,546 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 131,812 141,034 

        

潜在株式調整後１株当たり当期純利益       

当期純利益調整額 （百万円） － 423 

（うち優先株式配当額） （百万円） (－) (423) 

普通株式増加数 （千株） 150,000 126,750 

（うち第１回第１種優先株式） （千株） (42,000) (18,750) 

（うち第２回第１種優先株式） （千株） (108,000) (108,000) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
－ － 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項なし。 

【借入金等明細表】 

(注) １ 平均利率は期末加重平均利率を使用している。 

２ 長期借入金の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりである。 

(2）【その他】 

該当事項なし。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 31,742 19,644 2.45 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 7,778 6,076 2.51 － 

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く。） 
20,016 16,180 2.58 平成20年～平成24年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 59,537 41,900 － － 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 9,579 2,901 3,614 85 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

現金預金 ※１ 54,006  41,426 

受取手形 ※７ 8,490  11,555 

完成工事未収入金   87,852  89,246 

未成工事支出金   13,216  8,010 

材料貯蔵品   42  39 

繰延税金資産   3,622  3,439 

未収入金   22,736  18,752 

その他   2,541  2,454 

貸倒引当金   △925  △969 

流動資産合計   191,582 80.5  173,956 80.6

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

建物 ※１ 7,607 7,606   

減価償却累計額   △5,790 1,817 △5,921 1,684 

構築物 ※１ 1,033 1,033   

減価償却累計額   △862 171 △873 160 

機械装置   1,813 1,567   

減価償却累計額   △1,675 137 △1,456 111 

車両運搬具   289 225   

減価償却累計額   △265 23 △208 16 

工具器具・備品   3,566 3,528   

減価償却累計額   △3,210 355 △3,188 340 

土地 ※１ 7,578  7,578 

有形固定資産合計   10,083  9,891 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

２ 無形固定資産   800  765 

３ 投資その他の資産      

投資有価証券 ※１ 14,568  11,920 

関係会社株式 ※１ 4,623  4,623 

出資金   60  － 

長期貸付金   46  － 

従業員長期貸付金   891  925 

関係会社長期貸付金   1,462  1,073 

長期営業外未収入金   3,961  4,885 

破産債権、更生債権等   3  4 

長期前払費用   218  171 

繰延税金資産   6,279  6,421 

長期積立保険   4,152  4,055 

その他 ※１ 2,654  1,401 

貸倒引当金   △3,514  △4,270 

投資その他の資産合
計 

  35,408  31,213 

固定資産合計   46,292 19.5  41,870 19.4

資産合計   237,875 100  215,826 100 

       
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

支払手形 ※７ 33,320  36,776 

工事未払金   60,085  57,124 

短期借入金   39,062  25,315 

未払金   4,503  6,933 

未払法人税等   355  328 

未成工事受入金   13,855  9,810 

預り金   19,547  12,214 

完成工事補償引当金   659  669 

工事損失引当金   225  638 

従業員預り金   2,176  2,227 

その他   1,782  1,749 

流動負債合計   175,573 73.8  153,787 71.2

Ⅱ 固定負債      

長期借入金   19,221  15,846 

退職給付引当金   11,684  12,872 

その他   197  145 

固定負債合計   31,104 13.1  28,864 13.4

負債合計   206,677 86.9  182,651 84.6

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※３ 13,341 5.6  － －

Ⅱ 資本剰余金      

資本準備金   9,926  － 

資本剰余金合計   9,926 4.2  － －

Ⅲ 利益剰余金      

当期未処分利益   5,104  － 

利益剰余金合計   5,104 2.1  － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金   3,164 1.3  － －

Ⅴ 自己株式 ※４ △339 △0.1  － －

資本合計   31,197 13.1  － －

負債資本合計   237,875 100  － － 

       
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   － －  13,341 6.2

２ 資本剰余金      

資本準備金   － 9,926   

その他資本剰余金   － 1   

資本剰余金合計   － －  9,927 4.6

３ 利益剰余金      

その他利益剰余金      

繰越利益剰余金   － 7,939   

利益剰余金合計   － －  7,939 3.7

４ 自己株式   － －  △394 △0.2

株主資本合計   － －  30,814 14.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

  その他有価証券評価差額金   － －  2,360 1.1

評価・換算差額等合計   － －  2,360 1.1

純資産合計   － －  33,174 15.4

負債純資産合計   － －  215,826 100

       



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 完成工事高   265,569 100  263,532 100 

Ⅱ 完成工事原価   243,495 91.7  247,563 93.9

完成工事総利益   22,073 8.3  15,968 6.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

役員報酬   100 110   

従業員給料手当   4,583 4,906   

退職金   4 4   

退職給付引当金繰入額   720 619   

法定福利費   589 630   

福利厚生費   58 55   

修繕維持費   73 36   

事務用品費   384 349   

通信交通費   807 759   

動力用水光熱費   98 80   

調査研究費   958 996   

広告宣伝費   94 92   

貸倒引当金繰入額   － 37   

交際費   307 227   

寄付金   81 99   

地代家賃   1,142 519   

減価償却費   43 51   

租税公課   360 343   

保険料   124 113   

雑費   1,801 12,335 4.6 1,846 11,882 4.5

営業利益   9,738 3.7  4,086 1.6

Ⅳ 営業外収益 ※１      

受取利息   206 185   

受取配当金   210 155   

為替差益   268 －   

その他   120 806 0.3 125 465 0.2

       

Ⅴ 営業外費用      

支払利息   1,607 1,243   

その他   866 2,473 1.0 252 1,496 0.6

経常利益   8,071 3.0  3,055 1.2

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益      

前期損益修正益 ※２ 338 84   

固定資産売却益 ※３ 195 6   

投資有価証券売却益   14 2,087   

ゴルフ会員権等償還益   126 80   

その他   35 709 0.3 13 2,272 0.9

Ⅶ 特別損失      

前期損益修正損 ※４ 280 274   

固定資産売却損 ※５ 24 16   

固定資産除却損 ※６ 42 22   

投資有価証券評価損   16 116   

貸倒損失   60 －   

貸倒引当金繰入額   2,042 821   

固定資産評価損 ※７ 30 －   

関係会社株式評価損   115 －   

賃貸借契約解約損   1,105 －   

その他   195 3,913 1.5 506 1,756 0.7

税引前当期純利益   4,867 1.8  3,571 1.4

法人税、住民税及び事業税   286 128   

法人税等調整額   209 496 0.2 608 736 0.3

当期純利益   4,371 1.6  2,834 1.1

前期繰越利益   733  － 

当期未処分利益   5,104  － 

       



完成工事原価報告書 

(注) 原価計算の方法は、個別原価計算である。 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  45,440 18.7 35,726 14.4

Ⅱ 労務費  2,312 0.9 1,646 0.7

（うち労務外注費）  (1,518) (0.6) (325) (0.1)

Ⅲ 外注費  142,937 58.7 175,363 70.8

Ⅳ 経費  52,804 21.7 34,827 14.1

（うち人件費）  (17,713) (7.3) (14,835) (6.0)

計   243,495 100 247,563 100 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   
前事業年度 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  5,104 

Ⅱ 利益処分額  － 

Ⅲ 次期繰越利益  5,104 

   

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合   計 資  本 

準備金 
その他資 
本剰余金 

資  本 
剰余金 
合  計 

その他利
益剰余金 利 益 

剰余金 
合 計 繰越利益

剰 余 金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

13,341 9,926 － 9,926 5,104 5,104 △339 28,033

事業年度中の変動額                 

当期純利益     2,834 2,834   2,834

自己株式の取得      △67 △67

自己株式の処分     1 1  12 13

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

       

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 2,834 2,834 △54 2,780

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

13,341 9,926 1 9,927 7,939 7,939 △394 30,814

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

3,164 3,164 31,197 

事業年度中の変動額    

当期純利益   2,834 

自己株式の取得   △67 

自己株式の処分   13 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

△804 △804 △804 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△804 △804 1,976 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,360 2,360 33,174 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

    

(1) 子会社株式及び関連会

社株式 

移動平均法による原価法 同左 

(2) その他有価証券 時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定） 
 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

   

デリバティブ 時価法  ────────── 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

   

(1) 未成工事支出金 個別法による原価法 同左 

(2) 材料貯蔵品 移動平均法による原価法 同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

   

(1) 有形固定資産 定率法 

 なお、耐用年数及び残存価格について

は、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。 

同左 

  

(2) 無形固定資産 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用している。 

同左 

  

 

５ 引当金の計上基準    

(1) 貸倒引当金  債権の貸倒損失に備えるため、過去の

一定期間における貸倒実績等から算出し

た貸倒実績率により計算した金額のほ

か、貸倒懸念債権等については個別に債

権を評価して回収不能見込額を計上して

いる。 

同左 

(2) 完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用にあて

るため、過去の一定期間における実績率

により計算した金額を計上している。 

同左 

(3) 工事損失引当金  受注工事に係る将来の損失に備えるた

め、当事業年度末における手持工事のう

ち損失の発生が見込まれ、かつ、その金

額を合理的に見積もることが出来る工事

について、損失見込額を計上している。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4) 退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上している。 

 会計基準変更時差異は、15年による按

分額を費用処理している。 

 過去勤務債務は、その発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（９年）による定額法により費用処

理している。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（９年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしている。 

同左 

６ 完成工事高の計上基準  完成工事高の計上基準は、原則として

工事進行基準を適用している。但し、工

期が１年未満の工事については工事完成

基準によっている。 

 なお、当事業年度における工事進行基

準による完成工事高は177,124百万円であ

る。 

 また、一部工事について延払基準を適

用しており、未回収金額に対応する利益

相当額を完成工事原価に算入して、利益

を繰延べる方法によっている。 

繰延利益実現額 △264百万円

繰延利益控除額 －  

計 △264  

 完成工事高の計上基準は、原則として

工事進行基準を適用している。但し、工

期が１年未満の工事については工事完成

基準によっている。 

 なお、当事業年度における工事進行基

準による完成工事高は167,061百万円であ

る。 

 また、一部工事について延払基準を適

用しており、未回収金額に対応する利益

相当額を完成工事原価に算入して、利益

を繰延べる方法によっている。 

繰延利益実現額 △16百万円

繰延利益控除額 －  

計 △16  

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法    

(1) ヘッジ会計の方法  主として繰延ヘッジ処理を採用してい

る。 

 ────────── 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引 

 ────────── 

  ヘッジ対象 

  市場金利等の変動によりキャッシュ・

フローが変動するもの（変動金利の借入

金） 

 

(3) ヘッジ方針  当社の内部規定である「デリバティブ

取引取扱規定」に基づき金利変動リスク

をヘッジしている。 

 ────────── 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象について有効

性判定期間における金利変動を比較し評

価を行っている。 

 ────────── 

 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

９ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   

(1) 消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税に相当する額の

会計処理は、税抜方式によっている。 

同左 

(2) 連結納税制度の適用  ──────────  当事業年度から連結納税制度を適用し

ている。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用してい

る。これによる損益に与える影響はない。 

 ────────── 

  

 ────────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用している。 

 なお、これまでの資本の部の合計に相当する金額から

変更はない。 

 当事業年度における貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成している。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 「立替金」（当事業年度637百万円）、「長期保証金」

（当事業年度1,077百万円）は、金額に重要性がなくなっ

たため、それぞれ流動資産「その他」、投資その他の資

産「その他」に含めて表示することとした。 

 「出資金」（当事業年度60百万円）は、金額に重要性

がなくなったため、投資その他の資産「その他」に含め

て表示することとした。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 下記の資産は、短期借入金3,092百万円等の担保に

供している。 

建物 1,745百万円

構築物 170  

土地 7,470  

投資有価証券 7,916  

関係会社株式 1,674  

投資その他の資産「その他」 122  

計 19,100  

※１ 下記の資産は、短期借入金894百万円等の担保に供

している。 

現金預金 10百万円

建物 1,619百万円

構築物 159  

土地 7,470  

投資有価証券 3,948  

関係会社株式 1,674  

投資その他の資産「その他」 120  

計 15,004  

 ２ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

 ２ 下記の会社等の銀行借入金等について保証を行っ

ている。 

(1) 借入金保証 

テクノス㈱ 713百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同

組合連合会 
136  

㈱清田総合医療センター 37  

計 886  

(1) 借入金保証 

テクノス㈱ 539百万円

全国漁港・漁村振興漁業協同

組合連合会 
101  

計 641  

(2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

㈱大京・関電不動産㈱ 1,327百万円

㈱タカラレーベン 829  

その他３社 565  

計 2,722  

(2) 分譲住宅売買契約手付金の返済保証 

㈱リッチライフ 541百万円

㈱相互企画 184  

その他３社 265  

計 990  

(3) 工事入札・履行保証等 

ケーアンドイー㈱ 41百万円

(3) 工事入札・履行保証等 

ケーアンドイー㈱ 41百万円

※３ 会社が発行する株式の種類及び総数 

発行済株式の種類及び総数 

普通株式 714,000千株 

第１種第１回優先株式 16,800  

第１種第２回優先株式 43,200  

計 774,000  

普通株式 133,646千株 

第１種第１回優先株式 16,800  

第１種第２回優先株式 43,200  

計 193,646  

※３      ────────── 

※４ 自己株式の種類及び保有数 ※４      ────────── 

普通株式 1,401千株  

 ５ 商法施行規則124条第３号の規定により利益の配当

に充当することが制限されている純資産額は、3,164

百万円である。 

 ５      ────────── 

 ６ 平成15年６月27日開催の定時株主総会において、

資本準備金212百万円により、欠損填補を行ってい

る。 

 ６      ────────── 

 



前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※７      ────────── ※７ 当事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理している。 

   なお、当事業年度末日は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が当事業年度末残高に含まれてい

る。 

受取手形 308百万円

支払手形 12  



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の増加は、単元未満株式の買取り、減少は、単元未満株式の買増請求による売渡しによるものであ

る。 

２ 第１回第１種優先株式の増加は、取得請求による取得、減少は、当該自己株式の消却によるものである。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかる主なものは次のとおり

である。 

雑収入 85百万円

※１ 関係会社との取引にかかる主なものは次のとおり

である。 

雑収入 83百万円

※２ 前期損益修正益の内訳は次のとおりである。 

過年度経費の戻入額 338百万円

※２ 前期損益修正益の内訳は次のとおりである。 

過年度経費の戻入額 84百万円

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

土地 92百万円

ゴルフ会員権等 56  

その他 46  

計 195  

※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

車両運搬具 6百万円

その他 0  

計 6  

※４ 前期損益修正損の内訳は次のとおりである。 

過年度経費の支出額 280百万円

※４ 前期損益修正損の内訳は次のとおりである。 

過年度経費の支出額 274百万円

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

機械装置 15百万円

その他 9  

計 24  

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

施設利用権 14百万円

その他 2  

計 16  

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 21百万円

その他 20  

計 42  

※６ 固定資産除却損の内訳は次のとおりである。 

建物 6百万円

ソフトウェア 5  

その他 10  

計 22  

※７ 固定資産評価損の内訳は次のとおりである。 

ゴルフ会員権等 30百万円

※７      ────────── 

 ８ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,299百万円である。 

 ８ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は、1,400百万円である。 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

普通株式 1,401 219 50 1,570 

第１回第１種優先株式  － 9,300 9,300 － 

合計 1,401 9,519 9,350 1,570 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相 当 額 
（百万円） 

減価償却累 
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相 当 額 
（百万円）

工具器具 
・備品 

538 136 402 

その他 66 25 41 

合計 605 162 443 

取得価額 
相 当 額 
（百万円）

減価償却累 
計額相当額 
（百万円） 

期末残高 
相 当 額 
（百万円）

工具器具 
・備品 

804 235 569

その他 79 38 40

合計 883 274 609

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 134百万円

１年超 309  

合計 443  

１年内 204百万円

１年超 405  

合計 609  

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

 なお、取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 97百万円

減価償却費相当額 97  

支払リース料 160百万円

減価償却費相当額 160  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目等

の記載は省略している。 

（減損損失について） 

同左 

区分 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表 
計上額 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

関連会社株式 1,488 2,177 688 1,488 1,097 △390 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金 4,755百万円

未払金等 909  

有形固定資産評価損 1,013  

会員権等評価損 1,497  

関係会社株式等評価減 1,379  

繰越欠損金 96,226  

その他 2,646  

繰延税金資産小計 108,427  

評価性引当額 △96,307  

繰延税金資産合計 12,119  

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △2,171  

その他 △45  

繰延税金負債合計 △2,217  

繰延税金資産の純額 9,902  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

退職給付引当金 5,239百万円

未払金等 1,236  

有形固定資産評価損 996  

会員権等評価損 1,464  

関係会社株式等評価減 1,424  

繰越欠損金 92,906  

その他 3,217  

繰延税金資産小計 106,483  

評価性引当額 △94,958  

繰延税金資産合計 11,525  

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △1,604  

その他 △59  

繰延税金負債合計 △1,663  

繰延税金資産の純額 9,861  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）    

永久に損益に算入されない項目 8.2  

住民税均等割等 5.8  

評価性引当額 △44.7  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 10.0  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整）    

永久に損益に算入されない項目 8.1  

住民税均等割等 6.9  

評価性引当額 △35.1  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.6  



（１株当たり情報） 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 9.05円

１株当たり当期純利益 33.00円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 15.47円

１株当たり純資産額 47.64円

１株当たり当期純利益 17.02円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 10.56円

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益       

当期純利益 （百万円） 4,371 2,834 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － 423 

（うち優先株式配当額） （百万円） (－) (423) 

普通株式に係る当期純利益 （百万円） 4,371 2,411 

普通株式の期中平均株式数 （千株） 132,433 141,680 

        

潜在株式調整後１株当たり当期純利益       

当期純利益調整額 （百万円） － 423 

（うち優先株式配当額） （百万円） (－) (423) 

普通株式増加数 （千株） 150,000 126,750 

（うち第１回第１種優先株式） （千株） (42,000) (18,750) 

（うち第２回第１種優先株式） （千株） (108,000) (108,000) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 
－ － 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証券 その他有価証券 

京浜急行電鉄㈱ 3,664,084 3,312 

東海旅客鉄道㈱ 1,252 1,677 

関西国際空港㈱ 16,140 807 

阪急ホールディングス㈱ 1,000,970 713 

日本原燃㈱ 66,664 666 

近畿日本鉄道㈱ 1,500,472 556 

西日本旅客鉄道㈱ 1,000 544 

京阪電気鉄道㈱ 739,950 384 

東京湾横断道路㈱ 6,440 322 

首都圏新都市鉄道㈱ 6,000 300 

㈱平和堂 150,000 276 

中部国際空港㈱ 5,080 254 

㈱エイチアンドエフ 160,000 209 

名古屋鉄道㈱ 500,536 181 

国際石油開発帝石ホールディングス㈱ 158 161 

スズキ㈱ 52,500 160 

㈱横須賀テレコムリサーチパーク 3,200 160 

その他91銘柄 1,631,639 1,233 

計 9,506,086 11,920 



【有形固定資産等明細表】 

(注) 無形固定資産については、資産総額の１％以下につき、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略した。 

【引当金明細表】 

(注) 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、回収に伴う取崩額である。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価
償却累計額
又      は 
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末 
残高 

（百万円） 

有形固定資産               

建物 7,607 12 14 7,606 5,921 139 1,684 

構築物 1,033 0 0 1,033 873 10 160 

機械装置 1,813 1 246 1,567 1,456 18 111 

車両運搬具 289 0 63 225 208 3 16 

工具器具・備品 3,566 47 84 3,528 3,188 54 340 

土地 7,578 0 0 7,578 － － 7,578 

有形固定資産計 21,888 60 409 21,540 11,649 226 9,891 

無形固定資産               

特許権 － － － 3 2 0 1 

ソフトウェア － － － 1,011 577 183 433 

その他無形固定資産 － － － 331 0 0 330 

無形固定資産計 － － － 1,345 580 184 765 

長期前払費用 537 26 79 484 313 58 171 

繰延資産 － － － － － － － 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 4,439 895 61 33 5,239 

完成工事補償引当金 659 669 659 － 669 

工事損失引当金 225 638 225 － 638 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金預金 

ｂ 受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）決済月別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金   1,469 

預金     

当座預金 28,211   

普通預金 9,775   

通知預金 1,953   

定期預金 16 39,957 

計   41,426 

相手先 金額（百万円） 

㈱飯田産業 2,088 

㈱平和堂 1,944 

章栄建設㈱ 1,050 

第一交通産業㈱ 984 

㈱玉越 528 

その他 4,959 

計 11,555 

決済月 金額（百万円） 

平成19年４月 1,630 

５月 2,593 

６月 4,199 

７月 1,277 

８月 1,501 

９月 66 

10月以降 288 

計 11,555 



ｃ 完成工事未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）滞留状況 

ｄ 未成工事支出金 

期末残高の内訳は下記のとおりである。 

ｅ 材料貯蔵品 

ｆ 未収入金 

相手先 金額（百万円） 

ＭＩＤ都市開発㈱・三井不動産レジデンシャル㈱・住

友不動産㈱・パナホーム㈱ 
5,546 

㈱大京・関電不動産㈱ 5,181 

国土交通省 5,096 

手寄地区市街地再開発組合 3,553 

スリランカ政府道路開発庁 3,005 

その他 66,862 

計 89,246 

計上期別 金額（百万円） 

平成19年３月計上額 87,921 

平成18年３月以前計上額 1,325 

計 89,246 

期首残高（百万円） 当期支出額（百万円） 
完成工事原価への振替額 

（百万円） 
期末残高（百万円） 

13,216 242,357 247,563 8,010 

材料費 1,004百万円 

労務費 92  

外注費 3,588  

経費 3,325  

計 8,010  

区分 金額（百万円） 

仮設機材 4 

その他 35 

計 39 

区分 金額（百万円） 

ＪＶ工事未収入金 14,067 

未還付労災保険料 844 

その他 3,840 

計 18,752 



② 負債の部 

ａ 支払手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）決済月別内訳 

ｂ 工事未払金 

ｃ 短期借入金 

相手先 金額（百万円） 

住友石炭鉱業㈱ 1,270 

㈱きんでん 825 

三井物産鉄鋼建材㈱ 802 

新日本空調㈱ 580 

不二サッシ㈱ 515 

その他 32,782 

計 36,776 

決済月 金額（百万円） 

平成19年４月 9,856 

５月 9,728 

６月 8,457 

７月 8,734 

計 36,776 

相手先 金額（百万円） 

㈱奥村組 1,212 

ケーアンドイー㈱ 1,010 

鹿島建設㈱ 976 

ダイダン㈱ 740 

㈱ガイアートＴ・Ｋ 690 

その他 52,494 

計 57,124 

相手先 金額（百万円） 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 3,141 

㈱北陸銀行 3,078 

㈱りそな銀行 2,880 

住友信託銀行㈱ 2,704 

㈱群馬銀行 2,100 

その他 11,411 

計 25,315 



ｄ 未成工事受入金 

(注) 損益計算書の完成工事高263,532百万円と、上記完成工事高への振替額178,026百万円との差額85,506百万円は、

完成工事未収入金の当期発生額である。なお、「① 資産の部 ｃ 完成工事未収入金 (ロ）滞留状況」の当期計

上額87,921百万円との差額2,415百万円は消費税等部分の未収入金である。 

ｅ 預り金 

ｆ 長期借入金 

ｇ 退職給付引当金  

(3）【その他】 

 該当事項なし。 

期首残高（百万円） 当期受入額（百万円） 
完成工事高への振替額 

（百万円） 
期末残高（百万円） 

13,855 173,980 178,026 9,810 

相手先 金額（百万円） 

ＪＶ工事預り金 8,273 

預り消費税等 3,226 

その他 714 

計 12,214 

相手先 金額（百万円） 

㈱福井銀行 2,662 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 2,616 

㈱北国銀行 2,562 

住友信託銀行㈱ 1,604 

㈱三重銀行 1,214 

その他 5,188 

計 15,846 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 23,238 

年金資産 △0 

会計基準変更時差異の未処理額 △8,223 

未認識数理計算上の差異 △8,170 

未認識過去勤務債務（債務の減額） 6,027 

計 12,872 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券の５種類。 
ただし、100株未満の株式については、その株数を表示する株券を発行す
ることができる。 

剰余金の配当の基準日 ３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 新株券１枚につき300円

株券喪失登録手数料 申請１件につき10,000円、申請に係る株券１枚につき500円 

単元未満株式の買取り・買増し   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子
公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 
http://www.kumagaigumi.co.jp/  

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はない。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

１ 有価証券報告書及びそ

の添付書類 

  事業年度 

（第69期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

  平成18年６月29日 

関東財務局長に提出 

              

２ 半期報告書   （第70期中） 自 平成18年４月１日 

至 平成19年９月30日 

  平成18年12月19日 

関東財務局長に提出 

              

３ 臨時報告書   企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４

号の規定（主要株主の異動）に基づく臨時報告書 

  平成18年12月20日 

関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月29日

株式会社熊谷組  

  取締役会 御中  

  監査法人 芹沢会計事務所 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 﨑 清 孝  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 野 口 哲 生  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社熊谷組及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月28日

株式会社熊谷組  

  取締役会 御中  

  仰星監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 﨑 清 孝  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 野 口 哲 生  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社熊谷組及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月29日

株式会社熊谷組  

  取締役会 御中  

  監査法人 芹沢会計事務所 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 﨑 清 孝  ㊞ 

  業務執行社員   公認会計士 野 口 哲 生  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第69期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社熊谷組の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月28日

株式会社熊谷組  

  取締役会 御中  

  仰星監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山 﨑 清 孝  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 野 口 哲 生  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社熊谷組の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第70期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社熊谷組の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。 
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